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電気は単にエネルギーを伝送するだけでなく，半導体を含む種々の電気・電子部

品を使って高速かつ高度に制御可能であることから，19 世紀にエジソンが電気事

業を開始して以来，普及と発展を続け，現代では人々の生活になくてはならないも

のとなっています．本小特集では電気が支えるカーボンニュートラル技術として，

分散電源や太陽光発電・風力発電といった次世代エネルギーに焦点を当てて，それ

を取り巻く政策・標準化動向，関連技術について解説します．

カーボンニュートラル実現に必要な技術の一つとして挙げられているのが，分散

電源を活用したデマンドレスポンスです．ここで言う分散電源とは，送電網上に分

散している太陽光発電・風力発電といった再生可能エネルギー（再エネ）や蓄電設

備，能動的な制御により電力消費を調整可能な電力消費者（需要家）を総称したも

のです．デマンドレスポンスでは，日照や風況などの自然環境に左右されやすい再

エネ電力を，送電網上の分散電源がリアルタイムに電力を入出力制御することで需

要と供給を成立させます．デマンドレスポンスが実現された送電網は，もはや通信

網そのものであり，そこには分散電源同士が互いに情報を正しくやり取りするため

のプロトコルや標準規格が必要不可欠です．本小特集で紹介する 3件の解説記事

では，こうしたプロトコルや標準規格の国内外動向，実際の通信規格の動作を取り

扱っています．

また，2件の解説記事では電力伝送制御に関する次世代技術として「ワット・ビッ

ト連携」と「無線電力伝送」という二つのテーマを紹介します．ワット・ビット連

携とは，地理的に分散したデータセンター間で計算量（ビット）を調整することで

電力消費（ワット）を調整可能な分散電源として機能させるという技術です．

本小特集を通してカーボンニュートラルを中心にエネルギー分野に起きている技

術革新と動向を知って頂ければ幸いです．

最後に，小特集の発行にあたり，御執筆頂いた皆様，編集委員の皆様，査読・校

閲で御協力頂いた皆様に心から感謝致します．



 地球上に生きる全ての生命にとって，掛け替えのな
い地球環境は温暖化の一途をたどり，既に我々の生存
環境を脅かし始めている．国連気候変動に関する政府
間パネル（IPCC: Intergovernmental Panel on Climate 
Change）は第 6次報告書 （1）において，地球温暖化は人
間の社会活動により大気中に排出，蓄積された二酸化炭
素（CO2: Carbon dioxide）を主とする温室効果ガス
（GHG: Green House Gas）が引き起こしたことに ｢疑
う余地がない｣ と断言した．一方，国連気候変動枠組条
約締約国会議（COP: Conference Of Parties）は地球

環境のリスク低減のため，地球平均温度上昇を 2 ℃未
満に抑えることで合意 （2）し，2050 年 CO2 排出実質ゼ
ロ（カーボンニュートラル）実現を目指している．しか
し，グローバルカーボンプロジェクト（GCP: Global 
Carbon Project）が図 1に報告 （3）するように，CO2 排
出量は新型コロナウイルス感染症パンデミックによる経
済活動沈滞で一時低下したものの，2021 年以降，それ
以前の約 40 GtCO2 / 年に戻っている．地球の平均温度
上昇は気象観測結果 （4）から図 2に示すように，2023
年には産業革命以前に比べ 1.5 ℃を上回った日数が年

11 カーボンニュートラルの実現の必要性

カーボンニュートラル実現に向けた
需要サイドの分散型電源の活用
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図 1　産業革命後の CO2 排出推移
出典 : Global Carbon Budget 2022

産業⾰命､特に戦後の5年平均気温は継続上昇

2024年は産業⾰命前より1.5℃上昇した最初の暦年

図 2　平均気温の推移
出典 : Global Carbon Budget 2022
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（a）1860年以降の地表面平均気温上昇

（b）1940年〜 2024年各月の平均気温推移



間の 3分の１程度となり，2024年はついに年間を通じ，
全ての月の平均気温が 1.5 ℃以上となった．
カーボンニュートラルを実現するには，CO2の大きな

排出源である化石燃料を使用する火力発電を太陽光発電
（PV: Photovoltaic），風力発電（WT: Wind Turbine）
などの再生可能エネルギー（RE: Renewable Energy，
以降，再エネ）に転換し，①再エネの電力による電化，
②省エネ，③需給連携による電力最適利用，が必要であ
る．ただし，再エネの発電は人知の及ばない日照，風況
の変化などの自然環境に左右されるため，再エネの主力
電源化には再エネの発電量（供給力）の確保のみでな
く，再エネ発電量の変動を補完し，電力の安定供給を担
保するための電力（調整力）が必要である．現在，この
調整力のほとんどが化石燃料を使用する大規模火力発電
所の発電余力から供給されている．今後，大規模火力発
電所は再エネに対する環境性，経済性などから休廃止が
必至なため，調整力の供給源の確保が必要である．
この対策に国際エネルギー機関（IEA: International 

Energy Agency）は電力の消費者である需要家サイド
の需要設備，再エネ発電設備などを含む分散型電源
（DER: Distributed Energy Resources）からの調整力を
活用するデマンドレスポンス（DR: Demand Response）
を挙げている．以降，本稿では，電力安定供給に活用す
るための調整力を，DERの本来の機能を毀損すること
なく，その設備，運用などの余力から創出し，流通させ
るアグリゲーション機能について解説する．

日本では官民を挙げて「2050 年カーボンニュートラ
ル実現」を目指し，関係する法制度の整備，再エネ増設
による脱炭素化が推進されている．図 3に示すように
産業界は省エネを主に，2022年度に2013年度比19 ％
の CO2 排出削減を実現し，更に省エネ努力を継続して
いる．政府は 2021 年 10月に策定した第 6次エネルギ
ー基本計画（以降，エネ基）の目標値を，2050 年 CO2

排出ネットゼロ実現に向けて直線補間し，2040 年度に
CO2 を排出しない電源割合（再エネ比率）40～50 %，
CO2 排出量を 2013年度比 73 ％削減する，野心的な目
標を第７次エネ基 （5）として 2025 年 2月に閣議決定し
ている．
この達成には再エネ増設に必要な用地の確保，送配電

系統の増強などの問題の解決が不可欠である．また，電
力の安定運用には電力の需給バランス調整，送配電系統
の混雑／電圧管理，電力貯蔵，系統周波数維持のための
慣性力などの技術開発が必須である．
しかし，カーボンニュートラル実現のベースとなる再

エネ増設は課題を抱えるものの，電気事業者に一定割合
の再エネ利用を義務付ける「再生可能エネルギー導入量
割当制度（RPS: Renewables Port-folio Standard）」，
再エネ電力を一定期間，一定価格で買取りを保証する
「固定価格買取制度（FIT: Feed-in Tariff）」, 再エネの

22 日本のカーボンニュートラル
実現の目標と課題
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図３　エネルギー基本計画による CO2 削減と再エネ増設
出典 : 経産省 2023 年度エネルギー需給実績
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普及に向け市場統合を目指す「フィードインプレミアム
制度（FIP: Feed-in Premium）」により拡大した （6）．現
在，FITの買取期間の終了，再エネの設備導入コストの
高止まりなどから設置が伸び悩んでいるものの，2024
年度末時点の再エネ累積設備容量は PVを主に約 78 
GWに迫る状況にある．ただし，カーボンニュートラ
ルの実現には，更に 2倍以上の再エネ増設が必要で
ある．
再エネの増設が電力安定供給に与える影響と対策を

表 1に示す．特に，天気予報が大きく外れるケースで
は一般送配電事業者（送電事業者 TSO: Transmission 
System Operator， 配 電 事 業 者 DSO: Distribution 
System Operator）の再エネ発電予測，電力需要予測を
狂わせ，電力の需給バランスの乱れを生み，供給電力の
周波数，電圧などの電力品質を悪化させる．これに対
し，現在，日本では TSOが需給調整市場を介しDER
などから調整力を調達，運用して対策している．また，
天候状況などによる再エネの発電量と電力需要量の増減
は，従来にない配電系統の潮流の変化を生じさせ，配電
系統の制約から配電系統に混雑，電圧上昇などの問題を
引き起こす．これに対し，欧州では既に対策，検討 （7）

が行われているが，日本ではDSOによる個別の配電設
備の増改修などによる対策にとどまっている．しかし，
今後，住宅屋根置きPVの増加などにより問題の顕在化
が予想される．DERによるこれらの対策検討の前提と
なる日本の法制度について次に述べる．

日本では電力システム改革によって，旧電気事業者の
発電，小売，送配電の各部門が分離され，独立した事業
者となった．独立した小売電気，発電事業者がそれぞれ
需要，発電計画を作成，これを守ることで電力需給一致
が図られる．これを「計画値同時同量」という．一般送
配電事業者は最終的な実需時の需給バランス調整を
行う．
日本の電力供給，需給調整の流れを図 4に示す．小

売電気事業者は全国大の需給調整を行う電力広域的運営
推進機関（OCCTO: Organization for Cross-regional 
Coordination of Transmission Operator）の需要予測
に基づき発電販売計画を電力供給を行う前日正午までに
提出し，これを実需 1時間前まで変更する．小売電気
事業者はこの計画を満たす供給力（kWh）を発電事業
者との相対取引，スポット市場（一日前市場）や時間前
市場（当日市場）の市場取引で調達，電力を供給する．
発電事業者は小売事業者との相対，市場取引の結果の履
行のための需要調達計画を作成，OCCTOに提出し，こ
れに従って発電を行う．一般送配電事業者は天気予報の
外れなどにより需給バランスに乱れが生じた場合，実需
段階で需給調整市場を介し調達する調整力（Δ kW）を
運用し，需給バランスを取り，需給の一致を図る．小売
電気，発電事業者は計画値からのずれである「インバラ
ンス」に応じて，ペナルティを負う．

33 日本の電力供給の流れと同時
同量による需給調整

表１　再エネ増設が電力安定供給に与える影響と対策
現象 電力安定供給への影響 需要サイドの対策 流通サイドの対策

送
電
系
統
の
課
題

平
常
時

需給バランス
乱れ

天気予報ハズレによる再エネ発
電変動による周波数乱れ

分散型電源の需要上げ下げ調
整【調整力（ΔkW）】

需給調整【調整力（ΔkW）】，
電源確保

余剰電力発生
昼間，太陽光発電出力増加，
発電機最低出力の供給が需要
を超え，余剰電力発生

分散型電源の需要／蓄エネ上
げ調整【調整力（ΔkW）／供
給力（kWh）】

需給調整【調整力（ΔkW） ／
供給力（kWh）】，地域間連系
線，出力抑制

ダックカーブ
発生

夕刻，太陽光発電出力低下，電
力需要ピークと重なり，供給力の
追加確保が必要

分散型電源の需要減，放エネ
（下げ調整）【調整力（ΔkW）
／供給力（kWh）】

需給調整 【調整力（ΔkW）／
供給力（kWh）】，発電機の出
力増

事
故
時

系統擾乱拡大
系統事故時，瞬時電圧低下で
分散型電源一斉解列，周波数
低下

太陽光発電 FRT （フォルトライド
スルー）要件対応

系統運用システムによる過渡安
定度確保

系統安定度
低下

発電機並列運転台数低下，同
期化力，慣性力低減

ー GFM（グリッドフォーミングイン
バータ）の慣性力確保

配
電
系
統
の
課
題

平
常
時

配電系統
混雑

再エネの逆潮が変電所制約超
過，再エネ最大阻害

分散型電源の需要上げ下げ調整
【調整力（ΔkW）】

出力制御，配電系統設備増改
修

配電系統
電圧上昇

再エネからの逆潮による電圧上
昇，適正電圧逸脱

インバータ電源の力率，発電制
御【調整力（Var）】

配電自動化システム，調相設備
の設備増改修

フリッカ発生 太陽光発電単独運転検出機能
設定不良で電圧変動

太陽光発電の設定修正 配電自動化システムによるフリッ
カ発生把握

事
故
時

分散型電源の
相互干渉

太陽光発電が同一系統連系時，
単独運転検出機能差で検出信
号干渉し全停止

太陽光発電 FRT （フォルトライド
スルー）要件対応

ー
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アグリゲータとはDERの電力需要増減，蓄放電，発
電などによりDERの所期の機能に支障のない範囲で調
整力を創出，集約し，需給調整市場で一般送配電事業者
と週ごと，日ごとに取引する事業者である．この調整力
以外に一般送配電事業者が年度ごとに調達する調整力公
募，将来の発電能力である供給力（kW）を取引する容
量市場で取引される発動指令電源がある．これら需要サ
イドのDERの調整力創出ポテンシャルを表 2に示す．

４.１　�分散型電源の需給バランス調整適用の問題と�
標準化

需要サイド，特に業務／産業分野の比較的設備規模の
大きなDERの調整力は容量，応動時間，創出の確実性
及びアグリゲーション効率などから，天候による再エネ
の出力変動に対する需給バランス調整に有用である．し
かし，DERを保有する需要家はDERの調整力の創出ポ

44 需要サイドの分散型電源による
需給バランス調整

表２　需要サイドの調整力創出ポテンシャル

評価項目 蓄熱システム 定置型蓄電池
（業務 , 産業用）

空調機
（ビル用マルチ）

常用発電機
（コージェネ）

設
備
，
調
整
力
特
性

設置台数 34,000 台 250,000 台 2150,000 台 13,000 台

運用余力 蓄熱容量の 30% 蓄電容量の 50% 空調能力の 20% 発電容量の 20%
創出容量 100MW×3hr 125MW×4hr 130MW 129MW

調整力の
創出可能時期

下げ 夏季（昼間） 夏季（昼間） 夏季（昼間） 春秋冬（20〜8 時）

上げ 春秋（昼間） 春秋（昼間） ― ―
需給調整市場適応 三次調整力② 一 /三次調整力 二 /三次調整力 三次調整力①②

経
済
性

調整力取引収入 〇（市場 , 相対） 〇（市場 , 相対） 〇（市場 , 相対） 〇（市場 , 相対）

運営費（燃料 , 水等） 〇�（電動式熱源機 
への移行）

―（�現行運営費か
ら増えず）

―�（現行運営費 
から増えず）

―�（現行運営費 
から増えず）

カーボン
プライシング

〇�（電動式熱源機 
への移行）

〇�（余剰電力の 
蓄熱時） ― ―

環
境
性

CO2 排出削減 ◯�（電動式熱源機 
への移行）

〇�（余剰電力の 
蓄熱時）

〇�（ヒートポンプ
の高効率性）

〇�（熱も含めた 
トータル効率）

水資源 〇�（電動式熱源機 
への移行） ― ― ―

その他 地域熱供給活用 保守と一体化 保守と一体化 ―

図４　日本の電力供給，需給調整の流れ
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テンシャル，地球環境保全への貢献などを理解しながら
も，調整力を取引する事業への参入判断が難しい状況に
ある．判断を難しくする要因は調整力の取引価格の低
迷，DER からの調整力の創出失敗時のペナルティ，
DERの本来機能毀損時の影響などである．このうち，
取引価格は国際的な政治経済情勢などの関係から，先行
き不透明である．ただし，DERの機能を毀損すること
なく調整力を創出，集約し，電力市場の取引要件を満た
す商品を構成する機能を標準化することで，DERの調
整力の取引事業への参入リスクを軽減できる．ひいては
DERから調整力の流通量の増加が期待できる．このた
め，DERの調整力の創出，集約，商品化などのアグリ

ゲーション機能をDERの設備種類によらず，共通に扱
うことができるよう需要家，アグリゲータのインタフェ
ースの標準化を検討した （8）．この標準化により，①調
整力の評価指標による設備種別によらない公平な取引，
②調整力創出の予測指標による高精度な創出管理，③単
独で取引要件に適合しないDERの調整力の活用などが
実現できる．

４.２　�需給バランス調整の調整力のアグリゲーション�
機能

標準化の対象とする需給バランス調整のための調整
力は，需給調整市場の取引規定を満たす三次調整力であ

図５　DER からの調整力のアグリゲーション機能と関連

図６　需給調整市場の調整力の約定仕様と創出制御
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（a）調整力の約定仕様

（c）約定時の調整力の創出計画，入札仕様例

（b）調整力の創出制御

（d）創出指令に基づく調整力の創出運転例



る．すなわち，旧電気事業者管内の電力系統に連系する
DERの「30分精度」の有効電力である．標準の対象範
囲，事業者の関係などを図 5に示す．対象とする機能
はアグリゲータと需要家間のものであるが，調整力を使
用するTSO，調整力の取引を行う電力市場との関係も
考慮に入れている．更に，今後，調整力のみでなく，供
給力の取引も想定されるため，これも含めている．
需給調整市場で約定される（a）調整力の約定仕様，

（b）創出指令，（c）入札仕様，（d）創出運転を図 6に
示す．調整力は創出容量，継続時間，応動時間で規定さ
れる創出枠で取引され，その枠内でTSOの創出指令に
追従し，アグリゲータが複数の調整力を組み合わせた約
定仕様から創出，提供する．TSOの調整力への要求は
必要なときに，必要な要件を満たす調整力が確実に提供
されることである．
すなわち，アグリゲータによる調整力の入札は，

図７　DER からの調整力アグリゲーションの機能情報関連図

表３　アグリゲーション機能の構成
項 # 中分類 機能名 機能概要
① 評価 ポテンシャル評価 需要設備を評価し，調整力の最大創出容量，最大期待容量などを評価。
② 予測 創出予測 電力需要予測，需要設備の運用実態などから調整力の創出容量を予測。

③ 商品
構成

商品構成と
創出計画

需要設備からの調整力の創出予測容量とその偏差を考慮して，需要設備からの調整力
を組み合わせ，商品要件を満たす創出計画，入札仕様を作成

取引，創出計画 需要設備を組み合わせ，入札，約定後，約定仕様に合わせ，創出計画を再作成

④ 運
用

容量
制御

調整力創出運転 需要設備の電力需要変動，送配電事業者からの調整力の創出（変更）指令に対応し，
約定仕様を満たす運転計画を再作成，配分，創出運転

同時同量制御 需要設備からの調整力の創出値を 30 分ごとに約定仕様と実績値を一致化

指令値追従 送配電事業者の調整力の創出（変更）指令に対応し，需要設備からの調整力の創出容
量を変更，需要設備の運転計画を再作成，配分，創出運転

応動時間高速化 取引要件を満たすため，調整力の立ち上がり，立ち下がり時間の高速化

要件
適合
運転

リレー制御 需要設備からの調整力の創出をシリーズに連続して行い，調整力の創出継続時間を
延長

需要変動対応 需要設備からの調整力の創出基準となるベースラインの変動に対応し，調整力の創出
容量を変更制御 

⑤ 精算 計量，支払 需要設備から調整力の創出運転完了後，創出した調整力を計測し，創出容量に見合っ
た料金の支払い

⑥ 異常
制御

需要設備入替え 需要設備の故障などによる調整力の創出の停止，目標からの逸脱などに対応して，需
要設備を入替え

再起動時間 需要設備からの調整力の創出運転後，再度，需要設備からの調整力の創出再開時の起
動時間間隔を制御

130 通信ソサイエティマガジン　No.74  秋号 2025

Technology Reviews and Reports 小特集 カーボンニュートラルと分散電源と次世代エネルギー解 説解 説



TSOが電力の需給バランスを取るために必要な調整力
の容量，指定容量の創出継続時間，その変化時間である
応動時間から成る調整力の募集仕様に対し行われる．
TSOは調整力の約定仕様から電力の需給状態に応じ，
アグリゲータに創出指令する．ただし，アグリゲーター
は調整力の入札に当たり，複数のDERの調整力を組み
合わせ，入札仕様することができる．すなわち，アグリ
ゲータはTSOからの創出指令に従うため，約定した複
数のDERの調整力を組み合わせ，創出指令を満たす調
整力を創出することとなる．

４.３　調整力のアグリゲーション機能の標準化
需要家のDERの調整力のアグリゲーション機能を実

現するアグリゲータ，需要家，TSOの機能分担，情報
の流れを図 7，その機能仕様を表 3に示す．
アグリゲーション機能は①アグリゲータによるDER

からの調整力の創出能力の評価，②アグリゲータ，需要
家によるDERからの調整力の創出容量の予測，その結
果を受けた③アグリゲータの入札に向けた複数の調整力
を組み合わせた調整力の創出計画と商品構成，④TSO
の創出指令に対応したアグリゲータ，需要家による調整
力の創出，その後の⑤アグリゲータによる調整力の創出
結果に応じた料金の精算から成る．
また，事業者の機能分担と関連は以下となる．アグリ

ゲータは①評価により，複数の需要家とDERの調整力
の創出能力に応じた調整力の取引契約を結ぶ．需要家は
②予測により調整力の創出容量を予想し，アグリゲータ
に報告する．アグリゲータは③商品構成により，調整力
の需要とDERの調整力の創出容量の予測を組み合わせ，
調整力の創出コストと創出リスクの最適化を図った調整
力の創出計画，入札仕様を作成，入札する．約定後，ア

グリゲータは④運用により，TSOからの調整力の創出
指令に従い，調整力の創出計画を見直し，需要家に配分
し，需要家がDERを制御し，調整力を創出する．調整
力創出が終了後，アグリゲータは⑤精算により創出量，
創出の失敗時のペナルティを含めた料金の分配を行う．
調整力の創出はアグリゲータが個々の需要家に創出

指令を配分し，需要家が自らの責任でDERを制御し，
調整力を創出する．これは需要家のDERが外部からの
不要な制御の防止，アグリゲータの調整力取りまとめノ
ウハウ／需要家のDERの運転ノウハウを担保するため
の機能分担である．ただし，需要家は調整力の創出中，
調整力の創出状態などをアグリゲータに報告するととも
に，DERの本来の運用の都合で調整力の創出量が変動
した場合は，自らの責任で調整力の創出精度を確保せね
ばならない．なお，DERは設備種別ごとに管理するエ
ネルギー形態が異なるが，DERの調整力の創出能力，
現在値及び，調整力創出制御に関する監視制御情報はそ
れぞれ図8のように共通に表記できる．

５.１　再エネ増設による配電系統の問題と標準化
日本の配電系統の構成のイメージを図 9に示す．配

電系統は地域の電力供給の最末端に位置し，発電所から
の特別高圧（7,000 V 超）の電力を高圧（600～7,000 
V）に変換する配電用変電所を中心に，放射状に構成さ
れた配電線網である．配電系統では高圧受電する需要家
は配電用変電所から直接接続される高圧配電線に，低圧
（600 V 以下）受電する需要家は高圧配電線から柱上変
圧器を介して分岐する低圧配電線に接続される．また，

55 需要サイドの分散型電源による
配電系統の問題対策

図８　分散型電源及び，その調整力の外部仕様の標準化
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配電系統は開閉器で区分され，工事，事故などの発生時
に，停電区間が最小となるよう隣接配電系統と接続制御
される．この配電系統の供給電圧などの電力品質は配電
用変電所の負荷時タップ切換変圧器，系統上の自動電圧
調整器，無効電力補償装置などの調相装置で制御されて
いる．
現在，日本では旧電気事業者により多少の状況が異な

るが，増設が進む再エネの 80 %以上が PVであり，その
7～8割が配電系統に連系している．このため，再エネ増
設による発電量の増加と，その季節などによる変化は配
電系統の潮流を変化させ，配電系統の運用に影響を与え
始めている．再エネ増設と問題発生状況を表 4に示す．
問題の発生傾向は配電系統の構成，供給エリアの電力需
要，再エネの連系状態などにより異なるが，DSOの努

力により大きな問題となっていない．ただし，カーボン
ニュートラル実現には再エネの倍増が必要であることを
考慮すると，配電系統の問題の発生は必然と考えられる．
このため，DSOはセンサ付き開閉器，無効電力補償装
置などの設備，配電自動化などのシステムの増改修を検
討しているが，その投資回収などから，需要サイドの
DERからの調整力の活用も選択肢の一つとなっている．
配電系統の問題対策には有効電力に加え，無効電力の

調整力が必要である．現在，日本には配電系統の運用の
ための無効電力を取引する電力市場（Local Flexibility 
market）が存在せず，かつ無効電力を運用する分散型
電 源 管 理 シ ス テ ム（DERMS: Distributed Energy 
Resource Management System） （9）が存在しない．こ
こでは，今後これらが整備されることを前提に検討する．

図 9　日本の配電系統の構成のイメージ

表４　日本の再生可能エネルギー増設と配電系統の問題状況

基幹系統 ローカル系統
配電系統

備考
農山村エリア 住宅エリア 商工業エリア

現状の
再エネ

増設状況

大規模再エネ設備（1MW 以上）
が系統に連系
送配電系統の増強，ノンファー
ム接続，再給電方式などが審
議，制度化進行
対策費は連系協議により送配電
事業者，再エネ事業者が分担

高圧系再エネ設備（50kW 以上） ，低圧系再エネ設備
（50kW 未満）導入割合ほぼ同じ
家庭用屋根置き太陽光発電（10kW 未満）は導入補助と
連系協議不要なため，導入拡大期待
低圧系再エネ設備一部（10kW 未満）除きノンファーム
接続移行
電力需要見通しに応じ送配電事業者負担で配電系統増強
を実施

再エネは 2010 年
から 2020 年で約
10 倍増加
従来，大規模設備
割合多く，今後小
形化

現状の
混雑発生

送配電系統の空き容量により，
再エネ出力制御を含め系統への
連系を制御

低負荷期に発生
改修，出力制御

設備増改修などで，顕著な問題発生
せず
再エネ増設で問題潜在化

発生時期，発生場
所限定から，設備
投 資 回 収 な ど か
ら，需要家と連携
が必須

現状の
電圧上昇

発生
ー

ローカル系統
の電圧上昇懸
念あり

晴天，連休などの低負荷期に発生
調相設備，線路太線化
再エネの力率遠隔設定などグリッドコード見直し要

今後の
再エネ

増設対策

系統増強，ノ
ンファーム接
続，再給電方
式などで送配
電系統運用

公平，経済的出
力制御余剰電力
蓄電

需要家分散型電源の調整力をグリッ
ドコード，市場取引で調達，運用 経済的な最適制御
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５.２　配電系統の混雑管理の定義と制御
混雑管理はDSOが配電系統に連系する再エネ発電量，

電力需要を予測し，これらによる配電用変電所バンク定
格容量を超えた潮流による熱問題の発生回避のため，変
電所に流入する潮流を変電所バンク定格容量以下に管理
するものである．このため，DSOは電力市場を介し，
蓄熱設備などの需要設備の電力需要の上げ調整，蓄電池
などへの蓄電から創出される有効電力から成る調整力の
調達，運用などを行うこととなる．混雑管理の定義と制
御を図 10に示す．混雑管理は調整力の調達，運用に関
わる費用と変電所の増改修費用の見合いで実施される変
電所の増改修により問題が解消され，その必要はなくな
る．将来的に，これは配電用変電所単位の潮流管理によ
る電力の過不足の配電系統間での融通につながり，再エ
ネ電力の最大利用に通じる．

５.３　配電系統の電圧管理の定義と制御
電圧管理はDSOが配電系統の潮流と線路インピーダ

ンスにより生じる供給電圧の適正範囲からの逸脱を予測
し，その適正化を図るものである．DERの調整力の使
用はDSO自らが所有する調相設備などの制御に対し，
電力市場を介したDERの調整力の調達，運用に経済合
理性がある場合に実施される．使用される調整力には電
圧の制御性から無効電力を主に，有効電力が含まれる．
また，使用されるDERは問題の発生する配電系統に連
系する力率制御などにより，無効電力の創出が可能な
PV，蓄電池のパワコンなど，電力需要の上げ調整によ
り有効電力の吸収が可能な空調機などの需要設備であ
る．電圧管理の定義と制御を図 11に示す．
電圧管理は，再エネ増設により配電線路に逆潮が生じ

る限り対策せねばならない供給電圧の制御である．

５.４　分散型電源による配電系統の問題対策の標準化
再エネ増設により配電系統に生じる問題は，混雑管理

では特定の配電用変電所下の配電線路，電圧管理では配
電系統の特定の開閉器で区分される区間であり，それぞ

配電系統の混雑管理の定義と制御
1)逆潮流が配電⽤変電所のバンク容量制約に対応した再⽣可能エネルギー逆潮管理
     PBmax>∑jVj(ILOADj+IDGj)

PBmax：配電⽤変電所バンク容量
ILOADj：区間j内需要電流の総和(電⼒需要予測)
IDGj：区間j内再⽣可能エネルギー発電電流の総和(再エネ発電量予測)

2)化⽯燃料⽕⼒発電設備の最低出⼒制約による再⽣可能エネルギーの出⼒制御最⼩化

SS
G

G G

G L
LL

L
上げ調整

逆潮流を配電⽤変電所バンク容量定格以下に管理

💥💥系統混雑

出⼒制御

開閉器 開閉器
上げ調整

PBmax
再⽣可能エネルギー発電IDGjの出⼒制御，
需要設備の電⼒需要ILOADjの調整

再⽣可能エネルギーの出⼒制御の最⼩化

Cf.ローカル，基幹系統の送配電容量などによる
混雑管理はノンファームと再給電で対策。

Cf.欧⽶の混雑管理は電⼒系統送電容量の制約
から⽣じるふくそう対策が主。

図 10　配電系統の混雑管理の定義と制御

配電系統の電圧管理の定義と制御
1)配電系統の供給電圧の適正範囲(VMIN，VMAX)からの逸脱を区間単位で管理
     VMIN≤ (RjPGj+ XjQGj)／Isj≤VMAX

PGj，QGj：区間jへの逆潮(有効，無効電⼒)
Rj＋jXj：区間jの線路インピーダンス
ISj：区間j内の電流 Irj+( ILOADj+ IDGj)

SS
開閉器 開閉器

G
G G

L L GL

L
有効電⼒

無効電⼒

無効電⼒

逆潮流(PGj，QGj)による電圧上昇抑制

有効電⼒

線路インピーダンスRj，Xj

受電端Vrj，Irj送電端Vsj，Isj

⇦
逆潮PGj，QGj

出⼒制御

電圧上昇ΔVGj≈(RjPGj+XjQGj)／Vrj抑制のため，
電圧上昇なし(ΔVGj=0)とする
無効電⼒QGj

QGj=ー(Rj／Xj)PGj
を制御

Cf.欧州では電⼒系統の電圧階級の違いから逆潮に
よる配電系統の電圧変動は少。

Cf.再エネ増設で上位系統でも逆潮の影響が発⽣。

図 11　配電系統の電圧管理の定義と制御
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れの場所に連系するDERが対象となる．しかし，アグ
リゲータは工事，事故などの対応で日々，構成が変わる
配電系統の実構成の把握が不可能なため，対策が必要な
配電系統の場所，そこに連系するDERの特定ができな
い．この対応として，DSOがDERに事前に配電系統と
の連系位置の識別情報（国内では供給地点特定番号）を
付与し，これをアグリゲータと共有することで，アグリ
ゲータが調整力の提供が可能なDERの配電系統の存在
位置をDSOが把握でき，更に，DSOは対策の必要な
配電系統の場所に連系するDERのグループをアグリゲ
ータに指示することができる．
配電系統の問題対策の標準化の特徴は，DERのグル

ープ管理をベースとするDERの調整力の配電系統の場
所に対応した調達，運用である．更に，将来，膨大な数
のDERを制御対象とするため，DERグループ管理は制
御システムの実装，運用の効率化に寄与する．
DERグループ管理による配電系統の問題対策の機能

と，これを実現する授受情報を表 5に示す．ここでは
日本の需給調整市場と同様に，アグリゲータが事前に取
引対象となるDERを市場登録する．DSOはこれを配電
系統にひも付け，配電系統の問題発生予測に基づき対策
が必要な場所に対応するDERグループに対し調整力を

募集，アグリゲータがこれに応える．ただし，再エネの
潮流変化速度が速いため，このやり取りは「分オーダ」
で行われることが想定される．更に 3～5分程度のタイ
ムスロットで市場取引が行われ，実需時に系統運用に必
要な調整力の運用がグループ単位で行われるものとして
いる．この調整力の運用には DER を一括管理する
DERMSの使用が選択肢としてある．

再エネが主力電源化されるとき，電力の安定供給を図
るにはDERの調整力の活用，再エネの電力蓄積などが
必要である．今後の技術開発と法制度の整備により，社
会便益の最大化が図られる電力システムが実現されるも
のと考えられる．ここではその一つの形態を提案した．

■ 文献
（1）	 IPCC, “AR6 synthesis report: Climate change 

2023.” https://www.ipcc.ch/report/sixth-
assessment-report-cycle/

（2）	 The 21th Session of the Conference of the 
Parties to the United Nations Framework 
Convention on Climate Change.  http://www.
cop21.gouv.fr/en
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表５　配電系統の問題対策の機能と授受情報

制御の流れ 機能概要
共有／授受情報

特記事項
配電事業者 アグリゲータ

1

【情報登録】
配 電 系 統，
DER 情報登録

（情報共有 PF，
電力市場）

配電事業者は配電系統，需要想
定，再エネの増設見通し，アグ
リゲータ／需要家は市場登録情
報（調整力取引対象 DER ／調
整力創出定格，制御方式，供給
地点特定番号など）を登録

標準系統，年間需
要想定，再エネ発
電予測情報（アグ
リゲータが調整力
需要予測）

DER の市場登録情
報（市場登録グルー
プ調整力種別，定
格 値， 取 引 単 位，
制御方式，供給地
点特定番号）

配電事業者，アグリ
ゲータ／需要家の現
配電系統構成，運用は
未公開。DER 連系位
置は配電事業者付与
供給地点特定番号

2
【系統情報】
調整力調達
必 要 量 提 示

（調整力募集）

配電事業者は配電系統の問題発
生予測と対策が必要な場所にあ
る DER（調達グループ）への
調整力の電気的／経済的調達要
件を提示

タイムスロットご
と調達必要情報

（調達グループの調
整力種別，募集量，
想定調達価格）

ー
配電事業者の潮流管
理情報は未公開，系統
の問題発生場所，調整
力必要量情報を公開

3
【電源情報】
調整力創出
可能量提示

アグリゲータ／需要家は調整力
の募集に DER（調達グループ）
の調整力を集約し，調整力の提
供可能量などの情報提示

ー
タイムスロットごと
提供可能情報

（調達グループの種
別ごと提供可能量）

アグリゲータ／需要
家は DER の調整力取
引を DER グループ単
位で実施

4 【市場取引】
調整力取引

調整力の提供対象 DER（入札
グループ）による入札

調 整 力 の 入 札
DER（入札グルー
プ）と入札仕様，
約定結果共有

調達場所特定は市場
で異なることを許容

5
【運用仕様】
系統運用
仕様決定

配電事業者は問題対策に必要な
調整力の創出対象 DER（運用
グループ）への調整力の創出指
令情報を作成，指示

調 整 力 創 出 対 象
DER の運用仕様

（グループの調整
力創出指令情報）

ー
DER グ ル ー プ 一 括，
個別制御設定選択可
力率設定時，DER 現
出力量が要

6
【創出指令】
調整力の創出
制御

配電事業者は調整力の創出をア
グ リ ゲ ー タ 経 由 間 接， 自 ら
DERMS により直接制御

（運用グループか
らの調整力の創出
制御自体はここで
の対象外）

調整力創出は運用グ
ループ，タイムスロッ
トに従い実行

7/8 【情報更新】更新，精算
配電事業者，アグリゲーター／
需要家は制御 3~6 繰返し，精
算

創出済み調整力の
計量情報 調整力価格 精算は取引ごと，特定

期間ごとに実施
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気候変動問題への対策の一つとして，カーボンニュー
トラル（CN: Carbon Neutral）実現に向け各国で様々
な取組みが進められている．我が国でも 2021 年 10 月
に「2050 年カーボンニュートラル実現」に向け，2030
年度の温室効果ガス（GHG）排出量を 46 ％削減する
ことが閣議決定された．また，2025 年 2 月の第 7 次エ
ネルギー基本計画 （1）では，2040 年度の温室効果ガス
73 ％削減目標が掲げられている．この目標を達成する
ためには，非化石電源である再生可能エネルギー（以
下，再エネ）の導入拡大が必須となる．再エネの導入拡
大のためには，様々な課題を解決する必要がある．

本稿では，カーボンニュートラル実現に向けた国内外
の政策動向や標準化動向について述べる．

２.１　�日本の目標
我が国では関係省庁により，カーボンニュートラル実

現のための再エネ増設の具体的な目標が設定されてい
る．2021 年 10 月の「第 6 次エネルギー基本計画」で
は，再エネを主力電源として最大限の導入に取り組むこ
とが掲げられている （2）．2030 年に再エネ発電電力量を
3，300～3，500 億 kWh（電源構成比率 36～38 %）に
向け，太陽光発電の設備容量を 2021 年比で約 1.7 倍と
する必要がある．また，2050 年のカーボンニュートラ
ル実現に向け，2025 年 2 月に閣議決定された「第 7 次
エネルギー基本計画」では，第 6 次エネルギー基本計
画策定（2021 年）以降の状況変化を踏まえ， エネル
ギー安定供給や脱炭素化に向けたエネルギー構造の転
換，経済成長につなげるための産業政策が強化され，再
エネの主力電源化に向けた計画が掲げられている．

これらの目標実現に向け，ノンファーム接続，再給

電，N-1 電制（単一設備故障発生時に瞬時に発電を制限
することで，平常時に運用容量を超える送電電力を許容
する方式），同時市場などの施策が進められている．ま
た，再エネ増設時の電力システム全体の需給バランス確
保のため，再エネの出力制御のあり方や系統連系要件の
審議が実施されている．

しかし，今後の配電系統へ太陽光発電等の変動性再エ
ネが大量に設置されることで，必要と考えられる配電系
統の混雑管理や電圧管理に関する政策審議は緒についた
段階である．

２.２　�再生可能エネルギーの主力電源化の取組み
経済産業省（以下，経産省）では，国民負担の抑制と

地域との共生を図りながら，安全性（Safety）を大前提
と し， 自 給 率（Energy Security）， 経 済 効 率 性

（Economic Efficiency），環境適合（Environment）を
同時達成するべく「S＋3E」を前提に各種の取組みが進
められている．

2023 年 4 月に「再生可能エネルギー・水素等関係閣
僚会議」が開催され，再エネの導入拡大に向けた関係府
省庁連携アクションプランが策定された （3）．また，再
エネ大量導入とレジリエンス強化に向けた「広域系統長
期方針（広域連系系統のマスタープラン）」を 2023 年
3 月に策定，2023 年 4 月からローカル系統におけるノ
ンファーム型接続が開始された （4）．脱炭素社会の実現
に向けた電気供給体制の確立を図るため，電気事業法等
の一部を改正する「GX 脱炭素電源法」が 2023 年 5 月
に成立した．

２.３　審議会／委員会等の概況
カーボンニュートラル実現に向けた再エネ主力電源

化に向け，様々な課題解決のための検討を行っている審
議会，研究会等の概況を表 1 に示す．

11 はじめに

22 国内動向
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政策動向及び標準化
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２.３. １　GX実行会議
再エネの導入拡大に伴い，蓄電池等の活用や，需給

ひっ迫時等に適切な電力融通等を可能とする柔軟な電力
システムを構築する必要があり，2022 年 8 月の GX 実
行会議で，定置用蓄電池の導入促進と電力系統整備方針
が示された．2024 年 7 月及び 8 月に GX2040 リーダー
ズパネルが開催され，目標に向けた様々な取組みが検討
された．これらの取組みは，GX2040 ビジョンや第 7
次エネルギー基本計画と整合を取って推進される．

２.３. ２　総合資源エネルギー調査会基本政策分科会
経産省の「総合資源エネルギー調査会 基本政策分科

会」では，エネルギー政策をめぐる動向を踏まえて議論
が行われている．2022 年 9 月に，エネルギー安定供給
の再構築に向けた取組み項目における対応及び中長期の
対応方針が示された （5）．エネルギー自給率の向上を図
りながら，脱炭素とエネルギー安定供給の両立に向けた
取組みを加速させていくための具体的な方策の検討が進
められている．2040 年度エネルギーミックスに向けた
検討の方向性について，有識者ヒアリング等を行い実現
シナリオの検討が進められている．また，持続可能な電
力システム構築小委員会では，2022 年 1 月に「第三次
中間取りまとめ」 （6）が策定された．

２.３. ３　�再生可能エネルギー大量導入・次世代電力
ネットワーク小委員会

資源エネルギー庁（以下，エネ庁）の「再生可能エネ
ルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会」で
は，再エネの大量導入とそれを支える次世代電力ネット

ワークの在り方について検討が進められており，ローカ
ル系統へのノンファーム接続，脱炭素型の調整力（揚
水・系統用蓄電池）等について方向性が示された （7）．ま
た，将来の市場主導型の導入等に向け，電力系統の準備
を整えた上で，混雑発生時に市場の入札情報などを基に
混雑処理を行うノーダル制の検討の必要性も示され
た （8）．2024 年 11 月の本委員会において，「再エネ主力
電源化アクションプラン（案）」 （9）が示された．

２.３. ４　次世代の分散型電力システムに関する検討会
経産省の「次世代の分散型電力システムに関する検討

会」では，分散型リソースの価値発掘，価値評価，補完
共存した分散型システムの構築について，一般送配電事
業者，アグリゲータの取組みや分散型リソース活用にお
ける国内外の課題の確認と詳細検討が進められている．
需給調整市場における機器個別計測，低圧リソースの活
用について，2026 年度の開始を目指して検討が進めら
れている （10）．

２.３. ５　�新エネルギー小委員会 電力・ガス事業分科
会電力・ガス基本政策小委員会系統ワーキ
ンググループ

経産省の「新エネルギー小委員会 電力・ガス事業分
科会電力・ガス基本政策小委員会系統ワーキンググルー
プ」では，再エネの接続可能量の算定及び出力制御の公
平性確保ルールの整備について検討が進められている．
再エネ出力制御の抑制に向けた取組みとして，新たな

「出力制御対策パッケージ」が 2023 年 12 月に取りま
とめられ，系統増強等により，再エネ導入拡大やレジリ

表 1 　経済産業省，OCCTO におけるカーボンニュートラル実現に関する政策審議状況
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エンス強化を行う対策が検討された （11）．本委員会では，
引き続き，再エネ出力制御の実施状況・課題と新たな

「再エネ出力制御対策パッケージ」の進捗について確認
が行われている （12）．

２.３. ６　グリッドコード検討会
電力広域的運営推進機関（OCCTO: Organization 

for Cross-regional Coordination of Transmission 
Operators）の「グリッドコード検討会」では，系統連
系技術要件に対応した具体的な個別技術要件の検討を進
めており，再エネを大量導入するために必要となるグ
リッドコードの整備を目的として，表 2 に示すフェー
ズ分けされた課題に対応して段階的な検討が進められて
いる．

フェーズ 2 までの検討は終了し，第 18 回検討会では
フェーズ分けの見直しが行われ，2030 年を待たずに要
件化が必要と考えられるものが「フェーズ 2’」として

新たに設定された （13）．グリッドコードに関係する国内
審議会と海外の取組みの対応を表 3 に示す．

２.３. ７　�局地的電力需要増加と送配電ネットワーク
に関する研究会

2024 年 3 月に電力・ガス取引監視等委員会の研究会
として設置された「局地的電力需要増加と送配電ネット
ワークに関する研究会」では，送配電ネットワークが局
地的需要増加を機動的かつ円滑に受け入れるための課題
や方策を整理すべく検討が行われた．2024 年 6 月に

「局地的電力需要増加と送配電ネットワークに関する研
究会報告書」がまとめられた （14）．この中で，今後検討
を深めることが考えられる事項として下記が報告されて
いる．

①  託送料金制度
・�新たな時間帯別託送料金の導入の是非（2028 年度

以降）

表 2　グリッドコード検討会でフェーズ分けされた課題

表 3　グリッドコードに関係する国内外の政策及び市場動向
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・脱炭素電源地域への需要立地インセンティブ
② リソースのコントロール
・遠隔制御が実施可能な仕組み・環境の検討
・需給調整市場等への低圧リソースの参入
・潮流制御用 DR 等の活用
③ 迅速な接続が可能な地点への誘導
・ウェルカムゾーンマップの開示
・一般送配電事業者とユーザ・誘致主体の連携
④ 計画的な送配電ネットワーク整備
・事業計画策定時のステークホルダーとの協議
・プッシュ型送電線整備の託送料金審査上の整理
⑤ 新規需要の接続による影響緩和
・電圧変動対策，実証事業支援，調相設備設置支援等

３.１　欧州の動向
欧州では PV（太陽光発電）や風力発電等の再エネ導

入が進んでおり，需要家側の電力資源を活用したフレキ
シビリティの利用に関する技術開発，システム構築，関
連する国際標準化の取組みも欧米が先行している．

アグリゲータ，送配電事業者，及び電力市場の連携に
関 し て は USEF（Universal Smart Energy 
Framework） （15），アグリゲータと電力資源を提供する
需要との連携に関しては OS4ES（Open System for 
Energy Services）プロジェクトが共通の情報モデル・
通信インタフェース仕様を作成し， 欧州の調整力

（Flexibility）の管理のための標準としてまとめられた．
USEF では配電系統の混雑管理のために，配電系統運用
者（DSO）とアグリゲータの間での Flexibility 取引市
場が提案されている （16）．

配電系統の混雑管理のため，欧州では Piclo Flex（英
国 ），NODES（ 北 欧 ）， 豪 州 で は deX な ど の Local 
Flexibility Market が 導 入， 運 用 さ れ て い る．Piclo 
Flex は配電系統運用者，VPP アグリゲータ，蓄電池／
EV 事業者などが取引を行うためのプラットホームを提
供しており，英国だけでなく欧州や北米にも展開してい
る （17）．

欧州の Horizon 2020 プロジェクトでは，今後の電
力 シ ス テ ム と し て， 卸 電 力 市 場，Local Flexibility 
Market， TSO（Transmission System Operator，送電
系統運用者），DSO（Distribution System Operator，
配電系統運用者），アグリゲータを統合・最適化したシ
ステムの開発・実証が行われている．代表的なプロジェ
クトとして，NODES をベースにした統合電力市場の実
証プロジェクトである FLEXGRID が進められてい
る （18）．FLEXGRID の シ ス テ ム 構 成 を 図 1 に 示 す．
FLEXGRID は，以下を目的としている．

① エネルギー市場と送電網運用の間の相互作用改善
②� DSO と TSO がフレキシビリティを利用して設備

投資を削減するためのメカニズム改善
③� スマートグリッド・エコシステムの利害関係者の

ための持続可能なビジネスモデルの調査
④� エネルギー部門の利害関係者のエネルギーサービ

11 はじめに33 海外動向

図 1　FLEXGRID システム構成
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ス取引，動的な相互運用の促進
このシステムは，卸電力市場，系統運用，配電市場

（Local Flexibility Market）， 配 電 運 用 に 対 し て
Flexibility を最適に運用し，需要家にも満足を与える最
適な電力システムを目指している．また，卸電力市場，
配電市場は自動化されたリアルタイム市場とし，送配電
系統と Flexibility の提供状況に応じた送配電系統の地
点ごとに価格を決めるものとしている．FLEXGRID の
実現のためには制度などの大幅な変更が必要であるが，
ENTSO-E や欧州委員会などで検討された将来の電力シ
ステムの姿を具体的に示すものとなっている．

３.２　米国の動向
米国の再エネ導入については，風力発電及び太陽光発

電が目覚ましい伸びを示している．2016 年の再エネの
内訳は，風力発電が発電設備容量で 61 %，発電電力量
で 63 % と圧倒的シェアを占め，2020 年における風力
発電設備容量は 122 GW に達した．太陽光及び太陽熱
発電は，再エネの中のシェアが 2016 年にそれぞれ 26 
%，15 % を占めており，2020 年の太陽光発電設備量
は 95 GW に達した．再エネ促進支援策として，連邦レ
ベルでは発電電力量に応じて連邦法人税が控除される発
電税額控除や，投資額の一定比率が連邦法人税から控除
される投資税額控除などの優遇税制が挙げられる．

州レベルでは，供給電力の一定割合を再エネ電力で賄
うことを義務付ける「再生可能エネルギー利用割合基準
制度」（RPS: Renewable Portfolio Standard）が再エ
ネの利用拡大に貢献している．州レベルのもう一つの主

要支援策として，家庭や企業の再エネの自家発電余剰電
力を，電気事業者が小売料金の価格で買い取るネット
メータリング制度がある．本制度は 2017 年 11 月時点
で，38 州及びワシントン D.C. で導入され，太陽電池
パネルの価格低下と相まって，住宅の屋根置き太陽光発
電の設置増大に寄与している．

しかし，再エネ自家発電の急激な増大により，電気事
業者側に配電費用の回収不足や売上げ減少等の問題が顕
在化してきたため，一部の州で余剰電力の買取価格の引
下げや再エネ自家発電需要家向けの基本料金の引上げが
実施されている．

再エネの大量導入に伴い，配電系統への影響が想定さ
れるため，ここでは配電系統や需要家側に関連する IEC
規格について述べる．配電系統に関連する IEC 規格を
図 2 に示す．

IEC TC57（Power systems management and 
associated information exchange）は，発電／系統運
用／電力市場，送電／配電に対応する規格策定を進めて
いる．WG13 では，系統運用のための規格として IEC 
61970（EMS-API：Energy Management System-
Application Program Interface） を 策 定 し て い る．
WG14 では，配電管理システムのための IEC 61968

（Application integration at electric utilities -System 
interfaces for distribution management）を策定した．
WG10 は，送電・配電における変電所自動化システム

44 標準化動向

図 2　分散型電源のグループ管理による配電系統の混雑、電圧管理に関する IEC 標準
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のための IEC 61850（Communication networks and 
systems for power utility automation）を策定してい
る．WG16 は，市場取引関連の規格である IEC 62325

（Framework for energy market communications）
を策定している．WG21 は，系統側と需要家側のエネ
ルギーマネジメントシステムとのインタフェースを定め
た IEC 62746（Systems interface between customer 
energy management system and the power 
management system）を策定しており，2024 年 12
月に需要家側との CIM プロファイルを規定した IEC 
62746-4:2024 が発行された．

システム全体に関連するものとして，WG19 は相互
運用性に関連する規格の策定を進めており，IEC TS 
62361-102:2018（Power systems management and 
associated information exchange-Interoperability in 
t he  l ong  t e rm -Pa r t  102 :  C IM- IEC  61850 
harmonization）を策定した．また，IEC SyC Smart 
Energy は，スマートグリッドに接続しているステーク
ホルダー間のインタフェースをまとめた IEC SRD 
63268:2020 （Energy and data interfaces of users 
connected to the smart grid with other smart grid 
stakeholders-Standardization landscape）を策定した．

図 3 に米国の取組みと関連する IEC 規格の関係を示
す．

配電システムの高度化については，2016 年 12 月に
米 国 EPRI（Electric Power Research Institute） が

“Common Functions for Smart Inverters”を発行
し，2018 年 12 月に“Distributed Energy Resources 

Management Systems Reference Control Methods”
を発行した．本 EPRI レポートは，DERMS（Distributed 
Energy Resource Management System） が，DER

（Distributed Energy Resource）及び複数 DER のグ
ループ制御を行う制御方法について記載されている．
本仕様をベースに分散型エネルギーの最適化を行う
規 格 と して，IEC 61968-5（Application integration 
at electric utilities–System interfaces for distribution 
managemen t –Pa r t  5 :  D i s t r i bu t ed  ene r gy 
optimization）が 2020 年 8 月に発行された．

また，IEEE ではスマートインバータの仕様として
IEEE 1547（IEEE Standard for Interconnection and 
Interoperability of Distributed Energy Resources 
with Associated Electric Power Systems Interfaces）
が策定された．本仕様をベースに，TC57 WG17 では
IEC 61850 の論理ノードを分散電源に拡張した IEC 
61850-7-420 を策定した．IEC TR 61850-90-7 は，イ
ンバータ機能を有する DER（太陽光発電システム，蓄
電池システム，EV 充電システムなど）の機能が記載さ
れている．そのほか，Smart Energy Profile 2.0（SEP2.0）
と呼ばれるスマートデバイスとグリッド間の通信を定義
する規格として IEEE 2030.5 を策定した．

2050 年のカーボンニュートラル実現に向け，国内外
の政策動向や市場動向について示した．国内ではローカ
ル系統までの検討が進められているが，配電系統への再

55 おわりに

図 3　Smart Inverter，DERMS に関する米国の活動状況
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エネの大量導入拡大に伴い配電系統での対策の必要性が
高まりつつある．今後，配電系統における課題解決のた
め，需要家電力資源の調整力活用の必要性が増し，国内
外の政策動向やフレキシビリティ活用の先進事例も考慮
した技術検討や標準化の重要性が高まると考える．
謝辞　本研究は，電気学会「スマートグリッドの電気

事業者 ･ 需要家間エネルギーサービス技術調査専門委員
会」委員各位の御協力と経済産業省の国際標準化事業の
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近年，地球温暖化防止やエネルギー安全保障が社会課
題となっており，これらに対応する日本のエネルギー政
策として政府は 2025 年 2 月に第 7 次エネルギー基本
計画を閣議決定した（1）．この計画の中では，再生可能
エネルギーや原子力を最大限導入・活用して，脱炭素と
エネルギー安全保障を図ること，特定の電源や燃料源に
過度に依存しないようバランスの取れた電源構成を目指
すことや ZEH（Net Zero Energy House）（2）基準の住
宅の推進などを掲げている．

これらの中でも，特に，DR（Demand Response）
に関する記述は興味深い．一部の再生可能エネルギー
は，例えば太陽光発電であれば日射量に，風力発電であ
れば天候により発電量が左右され，電力供給量が変動す
る．すると需要との差異が生じて電力ネットワークの安
定性が損なわれる．この対策として，家庭など需要家側
に置かれた蓄電池等を調整力として用い，電力供給が不
足した場合は放電，過多の場合は充電する働きをさせる
ことを DR と呼び，第 7 次エネルギー基本計画でも触
れられている．このように電力を蓄え，放出することが
可能な，家庭等に置かれた蓄電池，ヒートポンプ給湯
機，コージェネレーションや EV などの機器・設備は
DER（Distributed Energy Resources） と 呼 ば れ る．
DR とは，通信ネットワークを介して外部から指示を与
えて DER を遠隔操作するなどの手段により，需要家側
の機器・設備を調整力として働かせることを言う．ま
た，DER 機 器 が DR に 対 応 可 能 と な っ た 状 態 を

「DRready」と呼ぶ（3）．第 7 次エネルギー基本計画の中
では，各家庭にある膨大な数の DER を DRready 化す
ることや，それらを用いた DR の実証を行うと述べてい
る．また「RA（Resource Aggregator）」と呼ばれる事
業者が大規模な調整力を供出するために，多数の DER
機器を束ねて制御するアグリゲーションビジネスも促進

するとしている．
一方，一般社団法人エコーネットコンソーシアムはこ

れまで，家庭内のセンサ類，白物家電，設備系機器など
省リソースの機器を IoT 化し，エネルギーマネジメン
トやリモートメンテナンスなどのサービスを実現するた
め，「ECHONET Lite（4）」と呼ばれる通信規格を定めて
きた．ECHONET Lite は，通信仕様や各機器の制御コ
マンドを共通化することで，マルチベンダ環境でのシス
テム構築の実現を目指している．現在，スマートメー
タ，エアコン，ヒートポンプ給湯機，そして蓄電池など
数多くの機器に搭載されている．更にインターネットな
どに代表されるようなサイバー空間における取組みとし
て，DR などのためにサービス事業者がインターネット
を経由して家庭内の機器を制御する「ECHONET Lite 
Web API（5）」の整備も進めている．

これらの仕組みは，上述した新たなエネルギー政策の
中の様々な場面で活用が期待される．筆者はエコーネッ
トコンソーシアムの企画運営委員長を務めており，本稿
ではコンソーシアムの定める通信規格や社会展開につい
て概説する．まず，ECHONET Lite や ECHONET Lite 
Web API について説明し，続いて次世代スマートメー
ター，DRready や VPP（Virtual Power Plant）におけ
る活用について述べる．

エコーネットコンソーシアムは図 1 に示すように，
ECHONET Lite を用いて家庭内の機器を互いに接続す
る ECHONET 1.0 と，ECHONET Lite Web API を用
いてサイバー空間上のサービスを連携させるECHONET 
2.0 の規格策定と普及を活動の柱としている（6）．

ECHONET Lite を用いると，スマートメータ，ス
マートフォンや HEMS（Home Energy Management 
System）コントローラを，家庭内の Wi-Fi などを介し

11 はじめに
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てエアコンや照明などと接続することができ，電気代の
把握や機器の制御が可能となる．ECHONET Lite を用
いて各機器が使用する通信仕様や制御コマンドを共通化
すれば，複数のメーカが混在するマルチベンダ環境で
あっても，システム構築が容易となる．2012 年 2 月に
経済産業省が設置したスマートハウス標準化検討会にお
いて，ECHONET Lite は HEMS における公知な標準イ

ンタフェースとして推奨された（7）．2023 年度末までに
ECHONET Lite を搭載した機器の累計出荷台数は 1 億
4,986 万台に達した．これらを活用して価値あるエネル
ギーサービスやスマートホームサービスを展開すること
が期待される．

ECHONET Lite は，図 2 のシステム構成例に示すよ
うに，インターネット上の各種サービスと家庭内の機器
との間に，ゲートウェイ機能を持つコントローラなどの
機器があるアーキテクチャを前提としている．コント
ローラなどをサイバー空間と接続することで，家庭など
の外からでも家庭内の機器を操作できるようにしてい
る．

ECHONET Lite が規定する範囲は，図 3 に示すとお
り，OSI 参照モデルにおける第 5 層以上である．各機
器が共通して使うべき通信プロトコルや通信手段を定め
た ECHONET Lite 規格，機器をモデル化した機器オブ
ジェクト詳細規定，そして機器の種類ごとに固有の通信
手順などをまとめたアプリケーション通信インタフェー

図３　ECHONET Lite を構成する規格群（4）

図 2　ECHONET Lite を用いたシステム構成例（4）

図 1　エコーネットコンソーシアムが目指す世界（6）
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ス（AIF: Application InterFace）仕様から構成される．
なお，下位の通信仕様には依存しないため，サービスや
アプリケーションなどの様々な要件に基づいて，市場か
らリーズナブルな伝送メディアを選択することが可能で
ある．

機器オブジェクトとは，図 4 に示すように様々な機
器が持つ多様なプログラム群やデータ群をモデル化した
ものである．具体的には，エアコンなどの機器の種別を

「オブジェクト名称」，動作状態・運転モードなど各々の
機器が持つ情報や機能を「公開データ」，各機能の操作
方法を「公開サービス」と 3 階層でモデル化している．
プログラム群やデータ群のモデルを共通化することに
よって，ECHONET Lite 規格に基づく通信（ECHONET 
Lite 通信）により実際に機器が操作できる（8）．現在，
様々な機器に対応した機器オブジェクトが 120 以上定
義されている．この中にはセンサ類，エアコン，照明な
どの省エネ機器，蓄電池，ヒートポンプ給湯機などのエ
ネルギーを蓄える蓄エネ機器，太陽光発電，燃料電池な
どのエネルギーを作り出す創エネ機器，各種スマート
メーターなどの計測機器，業務用パッケージエアコン，
ショーケースなどの業務用機器が含まれている．

家庭には，家電，住宅設備，健康関連機器，そして電
気自動車など幅広い機器が存在する．またサイバー空間
上にはエネルギーマネジメントをはじめ，快適生活支
援，ヘルスケアやセキュリティなどのサービスが存在す
る．ECHONTE Lite Web API は，各種のサービスが家
庭内の機器を活用して効率的にアプリケーションを実現
していくために，エコーネットコンソーシアムが定めた
ものである（5）．

ECHONET Lite Web API 利用のイメージを図 5 に
示す（9）．ECHONET Lite Web API は，家庭内の機器
が接続されたサイバー空間上のサーバと，同じくサイ
バー空間にあるエネルギー，ヘルスケア，防災などの
様々なサービス（クライアント）との間をつなぐ役割を
担う．多数あるサーバもクライアントも，共通で
ECHONET Lite Web API を用いることで，相互接続性
を高めることができ，開発の手間を削減することができ
る．クライアント側とサーバ側が安心して ECHONET 
Lite Web API を利用できるよう，エコーネットコン
ソーシアムはサイバー空間における「秩序ある協創空
間」を掲げ，クラウド上で接続する事業者が信頼できる

33 ECHONET Lite Web API

図４　機器オブジェクト定義の例（4）

図５　ECHONET Lite Web API 利用のイメージ（9）
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ことの証明や，相互接続が円滑に実現できるインタ
フェースの定義を目指している．

ECHONET Lite と同様に，ECHONET Lite Web API
上では機器がモデル化されており，クライアントはサー
バ側に実装された ECHONET Lite Web API に設けら
れたモデルにアクセスすることで，機器の情報を得た
り，機器に命令を送ることができる．

スマートメータは，2014 年から各家庭へ順次導入が
進んだ電力量計で，毎月の検針業務の自動化や HEMS
コントローラ等を通じた電気使用状況の「見える化」を
可能にする（10）．図 6 に示すように，スマートメータを
HEMS コントローラと接続する際に，ECHONET Lite
が用いられる（11）．スマートメータの様々な測定結果を
ECHONET Lite 通信によって HEMS コントローラ等へ
伝えることで，住人は電力の使用量などを把握すること
ができる．

更に，機能が向上した次世代スマートメータが 2025
年から順次導入される予定である．図 7 に示すように，
次世代スマートメーターは，停電の早期解消や計画停電
の回避のような電力レジリエンスの強化，再エネ大量導
入・脱炭素化が進んだ際の系統全体の需給安定化，そし
て効率化・需要家の利益向上などを目指して開発された

（12）．これらの実現のため，停電検知・復旧検知機能，
従来の 920 MHz 帯の Wi-SUN 通信機能に加え，Wi-Fi
機能の搭載，そして電力スマートメーターを介してガ
ス・水道などのメータの検針データを収集する共同検針
が可能となっている．

44 スマートメータと 
ECHONET Lite

図８　特例計量器と IoT ルート（13）

図７　次世代スマートメータの特徴（12）

図６　スマートメータと HEMS 機器の接続（11）
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特筆すべき点として，太陽光パネルや蓄電池などの家
庭内の機器等に設置された「特例計量器」と呼ばれる
メーターと次世代スマートメータは，図 8 に示すよう
に無線端末を介して接続できる点が挙げられる（13）．ス
マートメーターと無線端末との間を「IoT ルート」と呼
ぶ．また，無線端末と特例計量器の間の通信方式には
ECHONET Lite が用いられる．エコーネットコンソー
シアムでは，特例計量器等に用いるための「分散型電源
電力量メータクラス」と名付けた機器オブジェクトの詳
細規定を策定した（14）．

分散型電源電力量メータクラスを簡単に紹介する．分
散型電源電力量メータクラスを用いることで，特例計量
器に接続された無線端末等の機器は，特例計量器から表
1 に示すような値を得ることができる．特例計量器に電
力が入力される方向（例えば，蓄電池なら充電する方
向）については，瞬時電力に加え，一定期間の積算電力
量やその履歴を取得することができる．また，毎時決
まった時間に記録した積算電力量を後から得ることもで
きる．電力が出力される方向（蓄電池なら放電となる方
向）についても同様に，瞬時電力，積算電力量，及びそ
の履歴と，定時の積算電力量を得ることができる．オプ
ションで自立出力についても値を得ることができる．こ
れらを用いることで，蓄電池が蓄えた電力量や太陽光発
電の発電量を知ることができるため，正確で効率的な
DR などに役立つ．

上 述 し た ECHONET Lite や ECHONET Lite Web 
API の活用が，今後，更に期待される場として，VPP
や家庭内の機器を DR に対応させるための DRready 化
が挙げられる．

５.１　VPPにおける活用
VPP とは，電力系統に接続されている発電設備や蓄

電設備を制御し，必要に応じて電力を設備・機器側から
系統側へと逆方向に供給する逆潮流を行うなどして，発
電所と同等の機能を提供する概念である（15）．この VPP
の中でも昨今，家庭にある太陽光パネルや蓄電池・EV
などの DER を制御して，活用する方法が注目を集めて
いる．

DER が家庭の外側の通信ネットワークと接続する手
段として，RA が HEMS コントローラ等を介して DER
を制御するための「VPP における需要家エネルギーリ
ソースの活用に関するガイドライン」（以下，「VPP ガ
イドライン」）を，一般社団法人日本電気工業会（JEMA: 
Japan Electrical Manufacturers' Association）が提供
している（16）．このガイドラインの中では HEMS コン
トローラ等を「DSR-MS（Demand Side Resources - 
energy Management System）」と呼んでおり，RA と
DSR-MS 等との間で通信するデータの内容や手順など
が記されている．このガイドラインの中に，ECHONET 
Lite Web API の活用事例が記載されている．

VPP ガイドライン中に記載された家庭の機器を使っ
た VPP のシステム構成の一例を図 9 に示す．電力の供
給状況に合わせて，家庭内の機器の消費電力量を調整す
ることなどを実現するために，送配電事業者や小売電気
事業者等の求めに応じ，アグリゲーションコーディネー
タ （AC）や RA が家庭等の機器の制御方法を決める．
そして DSR-MS を経由して，RA が機器を制御する．

JEMA は VPP ガイドラインの作成のために，VPP 実
証の関係者，RA や機器メーカなどに対してヒアリング
を行った．ヒアリング結果に基づき，VPP ガイドライ
ンには，事業者やメーカが異なる RA，DSR-MS，及び
家庭内機器が円滑に問題なく接続されるための実装方法

55 ECHONET Lite Web API
の更なる活用

図９　VPP のシステム構成の例（16）

表 1 　分散電源電力量メータクラスで取得可能な値の例（14）

特例計量器に入力される電力・電力量

現在値
瞬時電力計測値（交流入力）

積算電力量計測値（交流入力）

履歴値 積算電力量計測値履歴（交流入力）

定時 定時積算電力量計測値（交流入力）

特例計量器から出力される電力・電力量

現在値
積算電力量計測値（交流出力・自立出力）

瞬時電力計測値（交流出力・自立出力）

履歴値 積算電力量計測値履歴（交流出力・自立出力）

定時 定時積算電力量計測値（交流出力・自立出力）
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が記されている．特に，RA と DSR-MS の間での家庭
側の機器の把握のためのやり取り，機器を制御するため
に必要な情報や制御指示の授受方法などについて定めて
いる．RA が家庭内の機器の一つ一つを制御したい場合
もあれば，まとめて包括的に制御したい場合もあるた
め，いずれにも対応できることを求めている．

VPP ガイドラインには，RA が DSR-MS から情報を
入手し，機器制御の指示を出し，その状況や結果を受け
取 り， 制 御 を 終 了 す る ま で の 各 処 理 に お い て，
ECHONET Lite Web API を利用した実装の例が記され
ている．エコーネットコンソーシアムではこの記載を参
照し，DR 関連サービス仕様（17）を作成した．RA が
VPP に対応する場合や，メーカが DSR-MS を開発する
場合の設計のよりどころとなる．

５.２　DRreadyにおける活用
DRready に関して 2024 年 6 月から資源エネルギー

庁が勉強会を実施しており，資料と議事要旨が公開され
ている．勉強会ではまず，ヒートポンプ給湯機の
DRready 化について議論された．従来は夜間の安価な
電力を用いて湯沸かしをしていたが，これを太陽光発電
量がピークとなる昼間の時間帯にシフトさせることを検
討している．更に，現在は蓄電池の充放電制御について
検討しており，今後は EV 充電器／ EV 充放電器につい
て検討を進める予定となっている．これら機器が
DRready 化された折には，サイバー空間から家庭内の

DRready 機 器 を 制 御 す る た め に，ECHONET Lite 
Web API を活用できる可能性がある．

ヒートポンプ給湯機において，お湯を沸き上げる時間
を夜間から昼間にシフトさせるイメージを図 10 に示
す（18）．従来のヒートポンプ給湯機は，電気料金が安価
な夜間に沸き上げる動作が主だった．しかし，変動再エ
ネに分類される太陽光発電による発電量が昼間にピーク
を迎えることから，その電力を無駄なく有効に活用する
ため，図 10 上段に示すように，DR 指示により昼間に
沸き上げをシフトして需要を増加させることを検討して
いる．図 10 下段に示すとおり，沸き上げ時刻の変更に
より，夜間早朝の残湯量は減少することになるが，昼間
の沸き上げにより回復できる．機器は残湯量の減少を考
慮し，一部のみ昼間に移すなどの対応をすることで，湯
切れを回避することができる．この実現のため，機器は
シフトにより昼間にどれくらいの電力を消費できるかを
試算し（DR 可能量確認），この値をクライアントへ送
信する（DR 可能量送信）．このデータに基づきクライ
アントは各給湯機の沸き上げ時間を決め，機器に指示を
出す．（DR 要求送付，受信，DR 計画策定．）

これを実現するため，DRready 勉強会ではヒートポ
ンプ給湯機側に求められる機能として以下を定めてい
る（19）．

①　DR 可能量を送信できる
②　DR 要求による沸き上げ開始時刻を受信できる
③　�DR 要求による沸き上げ開始時刻を加味した沸き

図１０　ヒートポンプ給湯機を用いた DR（18）
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上げ計画を策定できる
④　�現在の消費電力の推定値または計量値を送信で

きる
⑤　�個体を識別して制御することが可能な情報を保

有，確認できる
これらの機能を備える数多くのヒートポンプ給湯機

と，それを制御するクライアントとの間で，円滑にデー
タを伝送し指示を出す仕組みが必要となる．ECHONET 
Lite Web API は，これらの大量の機器に対して効率的
に指示を出すために，バルク処理機能，グルーピング機
能や履歴データ機能を用意している（5）．バルク処理機
能では，クライアントが任意の機器に命令を送信する際
に，複数の命令を列挙した命令セット（bulk）を用い
る．一括で複数の機器に対する複数命令を送信すること
で，効率的に指示を出すことが可能となる．

またグルーピング機能では，複数の機器をまとめてグ
ループ化し，共通の命令などを実行することができる．
各家庭にあるヒートポンプ給湯機や蓄電池の一つ一つに
個別に命令を出すのは大変だが，ECHONET Lite Web 
API を用いれば，グルーピング機能を用いて機器をまと
め，1 回の命令でグループに対して指示を出すことがで
きる．

更に履歴データ機能は，クライアントが機器のデータ
を過去に遡って取得することができる．機器のデータを
サーバが蓄積しておき，クライアントからの求めに応じ
て提供する．例えば，電力使用量などをアプリ上でグラ
フ表示するためなどに活用できる．

第 7 次エネルギー基本計画において，カーボンニュー
トラルの動きが一段と注目される中，家庭内やサイバー
空間からの機器の制御を実現すべく，エコーネットコン
ソーシアムは ECHONET Lite や ECHONET Lite Web 
API を定めてきた．将来のエネルギーシステムの重要な
一角を担う次世代スマートメータや特例計量器，そして
家庭内の機器を用いた DR や VPP などで，これらの規
格の活用が期待される．これらが本格的に普及するに当
たり，引き続きエコーネットコンソーシアムは社会に資
する規格の策定や活用の支援を継続したい．
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近年，生成 AI の急速な発展とともに，計算資源への
需要が飛躍的に増加しており，それに伴うデータセン
ター（DC）の建設，稼動が世界各地で加速している．
特に，高度な AI モデルの運用には莫大な電力を必要と
し，消費電力の増加が新たな問題として浮上している．
日本においても，ディジタル技術を活用しビジネスを変
革する DX（Digital Transformation）と，再生可能エ
ネルギー（再エネ）への転換により社会を変革する GX

（Green Transformation）の両立が求められている．
こうした背景から，膨大な計算資源を支える通信インフ
ラと電力インフラの連携がこれまで以上に重要視されて
いる．

本稿では，２.で生成 AI の普及拡大に伴う DC 需要
の増加について，続く３.で DC の電力需要増への対応
や脱炭素化に向けた課題についてそれぞれ述べた後，
４.では次世代の ICT とエネルギーの効果的な連携を図
る概念として注目される「ワット・ビット連携」につい
て解説する．５.では関連する取組み事例を紹介し，最
後に６.ではワット・ビット連携の将来像の実現に向け
た課題について論じる．

生成 AI では，プロンプトを AI に送ることで文章や
画像などが生成される．これらの生成物は AI が過去に
学習したデータから生み出されたものであり，その精度
を高める上で，AI はより多くのデータを学習する必要
がある．多くの生成 AI では，演算処理を高速で行う高
性 能 の GPU（Graphics Processing Unit） サ ー バ を
使って学習している．それに伴い大容量のサーバを大量
に設置するための DC を確保する必要があり，必然的に

消費電力も高くなる．
生成 AI は実際にどのくらいの消費電力を発生させる

のだろうか．米国のスタンフォード大の 2023 年の報
告 （1）によると，AI のモデルの消費電力量はパラメータ
数や DC のエネルギー効率などの要因に左右されるが，
ChatGPT を生み出した OpenAI 社の言語モデル「GPT-
3」の場合，機械学習の際の消費電力量が 1,287 MWh
となる試算を出している．これは，原子力発電 1 基の 1
時間分の電力量（約 1,000 MWh）を上回る規模である．

図 1 に日本の電力需要量の年度推移を示す．日本で
は 2023 年度までは人口減少や節電・省エネルギーなど
により電力需要が減少傾向にあったが，今後，DX や
GX の進展により，電力需要が増加に転じることが見込
まれている．その要因の一つとして想定されているの
が，前述した生成 AI の利用拡大に伴う DC 需要の増加
である．2024 年度の国内の電力需要は約 8,000 億
kWh であるが，生成 AI の利用拡大に伴う DC や半導
体工場の新増設等により，2034 年度で 465 億 kWh の
消費電力量の増加（2024 年度比で約 6 % 増）を見込む
想定が示されている （2）．また，研究機関の試算によれ
ば，2050 年には DC による消費電力量は，現在と比較
して 1,000 億 kWh 弱，最大で 2,000 億 kWh まで増加
すると想定されている （3）．言い換えると，将来の DC の
電力需要は国全体の 10～20 % を占めることになり，
これは関西エリアや中部エリアの電力需要に匹敵する規
模である．最先端技術の導入による DC の省エネ化や効
率改善は今後も進むと思われるが，将来の DC 需要の増
加が日本の電力市場に与える影響は非常に大きいと言え
る．

DX や GX の進展による電力需要の増加が見込まれる

11 はじめに
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中，それに見合った脱炭素電源を安定的に十分確保でき
るかが，産業競争力を左右する状況にある．このような
状況下で，日本政府は第 7 次エネルギー基本計画（2025
年 2 月閣議決定） （4）において，再エネを主力電源として
最大限導入する方針を打ち出している．図 2 のように，
再エネの電源構成比率を 2022 年度の 21.8 % から，
2040 年度に 40～50 % まで増加させる見通しを示して
いる．

以下，DC における再エネの活用を進めるに当たって
の課題を挙げていく．

３.１　DC需要との地理的なミスマッチ
まず問題となるのが，DC の立地と再エネの導入ポテ

ンシャルとの間に存在する「地理的なミスマッチ」であ
る．DC は，ユーザとの通信におけるレイテンシや，交
通アクセス，インフラの利便性，更に東京や大阪を中心
とした大都市圏のビジネスニーズに対応する必要性など
から，国内では約 6 割が関東（主に東京，千葉，神奈
川），約 2 割が関西（主に大阪）に集中して設置されて
いるという現状がある （5）．一方で，再エネの導入ポテ
ンシャルが高いのは，広大な土地や自然資源に恵まれた
北海道，東北，中国，九州などのエリアである （6）．こ
うした再エネポテンシャルの高い地域と，DC の需要が
集中する地域との間には地理的ミスマッチが存在し，
DC の脱炭素化を実現する上で大きな障壁となってい
る．

その対策としては，再エネが豊富な地域で発電された
電力を，需要のある都市部に送電するための電力系統の
増強などが挙げられる．しかし，現行の電力インフラに
は課題も多い．例えば，電力会社ごとの各エリア間をつ
なぐ地域間連系線の容量に限界があるため，エリア間で
電力を融通するためには送電能力を増強する必要があ
り，それには多額の投資と長い期間を要する．また，送
電ロスの問題や送電コストの上昇といった技術的，経済
的なハードルも無視できない．

３.２　DC需要との時間的なミスマッチ
再エネの中でも，太陽光発電や風力発電は自然条件に

大きく依存し，その発電量は気象条件や時間帯によって

図１　日本の需要電力量の想定

図２　日本の電源構成比率の見通し
https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_
plan/pdf/20250218_02.pdf を元に作成
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変動する．一方で，DC は「24 時間・365 日」の安定
稼動が求められており，一定の電力供給を継続する必要
がある．そのため，再エネ電源で DC を安定稼動させる
には，再エネの発電量の変動によって生じる時間的なミ
スマッチも解消する必要がある．

その対策として，蓄電池や揚水発電などを活用した電
力貯蔵が挙げられる．しかし，DC の電力需要が増大す
る中，電力供給の安定性を確保するためには十分な設備
容量が必要となり，その設備投資は膨大なコストを伴う
と考えられる．

加えて，こうした変動性・不安定性のある再エネの導
入が拡大するほど，電力系統における発電と需要のバラ
ンスの調整，いわゆる需給調整が難しくなる．電気の発
電量がエリアの需要量を上回る場合，火力発電の出力の
抑制や地域間連系線の活用等による調整が図られる．そ
れでもなお余剰電力が発生する恐れがある場合には再エ
ネ電源の出力制御が行われる．図 3 に日本における再
エネの出力制御量の推移を示す．再エネの導入が先行し
て進んでいた九州電力では 2018 年度から，ほかのエリ
アでも 2022 年度以降に，太陽光発電や風力発電に対す
る出力制御が実施されており，2024 年度の出力制御は
21.2 億 kWh（前年度比の約 1.1 倍）, 2025 年度も 20
億 kWh を超えると見込まれている （7）．出力制御は電力
系統における需給バランスを安定させるための必要な措
置ではあるものの，余剰電力が活用されず失われること
を意味しており，再エネの主電源化に向けた更なる有効
活用が課題であるとも言える．

このように DC の脱炭素化に向けて，DC 需要と再エ
ネの地理的及び時間的なミスマッチの解消などの課題が
ある中で，「ワット・ビット連携」の概念が注目されて
いる．これは 2025 年 2 月に示された「GX2040 ビジョ
ン」で提唱され，「効率的な電力・通信インフラの整備
を通した電力と通信の効果的な連携」と定義してい
る （8）．

ワット・ビット連携のイメージを図 4 に示すが，図 4
（a）のように，次世代の通信インフラである APN（All-
Photonics Network）を活用した DC の分散配置が期
待されている．APN はネットワークから端末まで，全
てにフォトニクス（光）ベースの技術を導入し，エン
ド・ツー・エンドでの光波長パスを提供する波長ネット
ワークにより，圧倒的な低消費電力，高品質・大容量，
低遅延の伝送を実現するもので，2024 年 3 月から
APN 専用線サービスの提供も開始された （9）．この APN
の特性を生かし，DC 間を APN で接続することで，DC
の立地制約（レイテンシに由来する需要地からの距離の
制限）を緩和することができる．また，通信インフラの
整備は一般的に電力インフラに比べてコスト負担が少な
く，施工期間も短いことから，増大する直近の DC 需要
への迅速な対応が可能となる．そのため，まずは電力供
給に適したエリアへの DC 誘致を進め，必要となる通信
インフラも計画的に整備する方針が示されている．この

44 ワット・ビット連携の概念と 
その意義

図３　日本における再エネの出力制御量の推移
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/ を元に作成
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ような地方分散型の DC 整備は，関東圏・関西圏への過
度な集中によるリスクの低減に寄与するだけでなく，地
方創生の観点からも意義のある取組みであると位置付け
られている．

また，このようなインフラ整備に加えて，複数の DC
間で計算処理（ワークロード）を最適に運用すること
で，電力の需給調整を図ることも期待されている．近年
の仮想化基盤や分散クラウドの発展に伴い，地理的に離
れた複数の DC を一つの統合された DC のように運用
し，拠点間の通信経路を柔軟に設定できる環境が整いつ
つある．この技術を活用することで，図 4（b）のよう

に再エネの発電状況や電力系統の混雑状況などに応じ
て，DC で稼動するワークロードを異なるエリアの DC
へ高速に移動させることが可能となる．つまり，「ビッ
トを動かすことでワットを調整する」制御が実現し，再
エネの有効活用を最大化するとともに，DC のカーボン
ニュートラルに貢献することが期待される．

ワークロードの移動については，許容される遅延時間
を考慮した上で，ターゲットとなるサービスやアプリを
検討する必要がある．以下，生成 AI での計算処理を例
に説明する．生成 AI におけるプロセスごとの計算処理
の特徴を表 1 にまとめる．

図４　ワット・ビット連携のイメージ

表１　生成AI の学習・推論の計算処理の特徴

項目 学習（Training） 推論（Inference）
計算ハードウェア ハイエンド GPU/TPU 多様 （GPU/CPU/ASIC/FPGA/NPU）
負荷パターン 長時間連続でフル負荷 短時間バースト / 平均負荷は低い
処理時間スケール 数時間～数週間 / 周期的 短時間 / 継続的
メモリ（VRAM）ニーズ 大容量 モデルサイズ依存
入出力データ量 大規模データセット 個別 / バッチ入力
データフロー バッチ / オフライン リアルタイム / ストリーミング
ネットワークレイテンシ 感度低い 感度高い（リアルタイム）
ストレージ容量 大容量 小容量

モデルと計算ハードウェアとの
物理的距離 近距離が理想

DC 間相互接続を用いて遠隔配置可能
※�初回モデルロード後はローカルキャッ

シュで処理

消費電力 大きい
個別は小さい / 効率重視
総消費電力は今後増大（利用者数・デバイ
ス数に依存）

処理拠点の規模 大規模データセンターが中心 エッジ / デバイスにシフト
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生成 AI の開発には，まず巨大なデータセットを使っ
てモデルを「学習」させるプロセスがある．この「学
習」は，高性能な GPU などを用いた数週間に及ぶ長期
間の計算処理を伴う．大量の電力を消費する一方で，リ
アルタイム性は求められておらず，計算処理の中断と再
開が可能であることから，実行場所やタイミングを調整
できるという特徴がある．この特徴を生かして，再エネ
電力が余剰となっているエリアや，DC の稼動率が低い
タイミングで計算処理を実行させることで，電力需要の
柔軟な調整が可能となる．

続けて，学習済みの AI モデルが実際に動作する「推
論」のプロセスでは，入力に応じてリアルタイムで出力
を生成する．この「推論」は，1 回当りの計算量や消費
電力は少ないものの，リクエスト数が利用者数やデバイ
ス数によるため，今後，生成 AI の活用が拡大するにつ
れて，総消費電力は多くなることが予想される．また，
自動運転のような低遅延が求められるようなユースケー
スも将来想定されるため，タイミングをずらして計算処
理をすることは難しく，可能な限り需要地の近くで計算
処理させることが望ましい．その観点から，地方分散型
DC の整備は理にかなっていると言えるであろう．

前章において述べたワット・ビット連携の概念は，
DC の柔軟な立地と，最適な運用による再エネの最大活
用を通じて，脱炭素社会の実現に資する新たなアプロー
チである．現状では，データ需要の二極（東京・大阪）
集中傾向による地方 DC の需要確保の難しさ，オペレー
ション上の手間やレイテンシなどの運用上の問題点，
ネットワーク環境整備の遅れや地域住民との対話など，
受入れ側の障壁などの観点から，DC の地方分散の動き
は限定的ではある （10）．一方で，将来の DC 地方分散化
を見据え，分散 DC 間の協調制御に関する技術実証が行
われている．

以下，国内外の事例を幾つか紹介する．

５.１　�NTTコミュニケーションズ＊の「GPU over 
APN」 （11）， （12）

GPU over APN とは，次世代ネットワーク基盤であ
る IOWN APN で DC 間を接続し，複数拠点間で GPU
クラスタを構成するコンセプトである．APN の持つ超
低遅延・広帯域という特徴を生かし，物理的に離れた拠

点にある GPU 資源を，あたかも一体の仮想基盤として
利用することができる．これにより，一つの DC の床面
積や電力供給能力に制限されることなく，計算処理量の
変動に応じた GPU リソースをオンデマンドに確保でき
るようになる．また，利用者の拠点から移動できない機
密度の高いデータの取扱いも可能となる．

同社では，三鷹・秋葉原・川崎の 3 拠点の DC 間を
APN で接続し，NVIDIA H100 GPU サーバを分散配置
した分散 DC 環境を世界で初めて構築した．この実証で
は分散DC環境上でNTT版大規模言語モデル「tsuzumi」
のモデル学習を実施させた結果，単一の DC とほぼ同等
の処理時間で学習を完了することが確認された．

同社では，今後，日本全国での分散 DC の配置を見越
した，拠点数の増加と距離延伸の実証や，分散 DC にお
ける通信方法や GPU リソースの最適化検証を進める予
定である．また，法人向けのサービス提供を視野に入
れ，AI 社会に必要な大規模・高性能な計算基盤として
の展開を進めていく方針である．

５.２　�東京電力パワーグリッドと日立による系統連携
型エネルギーマネジメント （13）

両社は，今後増加が見込まれる DC を電力の調整力と
して活用するため，東京都内 2 か所及び神奈川県内の
計 3 か所の DC 間で，電力系統連携型エネルギーマネ
ジメントに関する実証実験を実施している．実証では，
DC 間で最適にワークロードをシフトすることで各エリ
アの再エネを有効活用するとともに，大容量ネットワー
ク並びに蓄電池などを活用することで調整力創出の高速
化に成功し，電力需給バランスにおける周波数調整への
活用可能性を確認している．また，生成 AI アプリケー
ションを対象としたワークロード移動も，ダウンタイム
ほぼなしで可能であることを実証している．

DC のエネルギーマネジメントによる電力需要調整
は，需給調整市場（送配電事業者が電力の需要と供給の
バランスを取るために必要な調整力を調達する電力取引
市場）における調整力として期待される．両社は将来的
な需給調整市場への投入に向けて引き続き実証を重ね，
事業化を進めていく方針である．

５.３　アジャイルエナジーX （14）  〜 （16）

再エネの余剰電力と先端半導体技術を組み合わせた，
未来型の分散型 DC を日本各地に展開していく事業を展
開している．需要以上に発電してしまった再エネの余剰
電力の抑制や，電力系統の混雑回避のため，DC などに
新しい需要を生み出すことで，再エネの余剰電力を「地
産地消」で有効活用していくことを狙いとしている．

2023 年には，太陽光発電追従型のコンテナ型 DC に

55 分散 DC 間の協調制御に
関する国内外の事例

＊　�2025年7月1日から「NTTドコモビジネス」に社名変更．
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よる再エネの有効活用に関する実証を開始している．こ
れは，太陽光発電の発電量を追従しながら，分散コン
ピューティングの一種であるビットコイン・マイニング
の処理を自動制御することで，コンテナ型 DC で再エネ
電力を自家消費し，再エネの出力制御回避に貢献するも
のである．また，2024 年には再エネとビットコイン・
マイニング，及びマイニング装置からの排熱利用を組み
合わせた「究極の循環経済」モデルに関する実証を開始
しており，再エネの有効活用だけでなく，新たな付加価
値の創出に向けた取組みを進めている．

５.４　�Google の「Carbon-Aware Load 
Shifting」 （17）

海外の分散 DC の協調制御の事例として，Google の
Carbon-Aware Load Shifting を紹介する．グローバル
に分散された DC 群において，電力系統の炭素強度に応
じて，計算処理の実行タイミングを調整する取組みであ
る．再エネを DC で効率良く利用するためのシステム

「carbon-intelligent computing platform」において，
翌日の炭素排出予測に基づく電力利用の最適化を行って
いる．具体的には，バッチ処理型の柔軟なワークロード

（データ圧縮，機械学習，シミュレーション，ビデオ処
理など）を対象に，再エネ比率の高い時間帯や地域にシ
フトさせることで，炭素排出量の削減を図っている．

同社は，事業を展開する全ての電力系統で「24 時間
365 日」カーボンフリーエネルギー（CFE）を活用する
ことで，2030 年までに排出ネットゼロを達成するとい
う目標を掲げており，この取組みは目標達成に貢献する
ものであると言える．

前章で紹介した事例を踏まえて，ワット・ビット連携
の将来像を実現するためには，まずは DC の地方分散を
後押ししていくことが重要である．そのためには，DC
事業者に再エネ電源の活用を促すためのインセンティブ
付与（新たな電力料金体系の構築，補助金の充実など），
DC 誘致や脱炭素の取組みに積極的な自治体との連携，
地域特性に合わせた DC 設備とエネルギー設備の仕様検
討などが必要となるであろう．

また，DC の受入れ側の理解を得ることも重要となる．
自治体・住民・事業者が協力し，DC 設置が地域社会の
課題解決・地域の活性化・産業振興・雇用創出等につな
がるような在り方を模索し，ステークホルダー間でビ
ジョンを共有していくことが必要であると考える．

加えて，分散 DC 間の協調制御による電力需要調整を
実現するためには，電力需給状況と連携した再エネと需

要のマッチングプラットホームの構築や，プラットホー
ムと連動した余剰再エネの取引市場のような，新たな制
度設計なども今後の検討課題となるであろう．

ワット・ビット連携の構想は単なる電力効率やコスト
効率の向上の観点にとどまらず，レイテンシ最適化，災
害時や電力ひっ迫時におけるレジリエンスの強化，更に
は地域経済との共生といった多面的な価値を持つ．将来
にわたって持続可能な ICT インフラを確立する上で，
産官学の連携を通じて，構想が具現化していくことを期
待したい．
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	 1	 はじめに

１. １　無線通信の高周波化
無線通信に利用するキャリヤ周波数は，通信速度

の向上とともに高くなってきている．現在移行期に
ある 4G LTE においては，sub6 と呼ばれる 6 GHz
未満の周波数帯が利用されているが，5Gシステム
においては，一桁高い周波数の 28 GHz 帯を利用
したサービスが始まっている．移動体通信システム
の発展を 10 年単位で考えると，現在は，次世代の
6Gの開始を見込んでいる 2030 年に対して折り返
し地点にきている．6Gにおいては，5Gで導入さ
れたミリ波帯よりも更に高い周波数の利用も検討さ
れており，100 GHz を超えるような周波数帯を利
用して，更なる通信の高速化を目指している．
一般に，周波数を高くしていけば，通信速度は向

上する一方で，通信カバレージは狭くなってしま
う．5Gの 28 GHz 帯では，1チャネルの帯域幅が
400 MHz と，Sub6 と比べて 10 倍以上広いため，
帯域幅に応じた高速化が可能となる．更に，6Gに
おいては，より高い周波数を利用することで，10 

GHz を超える帯域幅の無線通信の実現が期待され
ている．しかし，周波数の向上に伴い，自由空間伝
搬損が大きくなる．加えて電波の直進性が高くな
り，見通し外での通信が困難になる．
ミリ波帯通信のカバレージを広げるためには，き

め細やかな基地局の設置，そして無線中継器の配置
が重要である．これまでのSub6周波数の基地局は，
比較的低い伝搬損や電波の回込みによって，1台の
基地局で数 km以上の範囲をカバーすることができ
た．ミリ波帯では，最大でも数百mであり，より
多くの基地局，無線中継器が必要となる．

１. ２　ミリ波帯中継器の課題
ミリ波帯通信の普及に向けた大きな課題の一つ

が，基地局や中継器の設置場所である．従来の周波
数帯に比べ，飛躍的に高い密度で設置していく必要
があるため，新たに基地局や中継器を設置する場所
を確保することが難しくなってきている．基地局等
を設置するためには，電源の確保や光ファイバの敷
設が必要であり，設置できる場所は限られる．
もう一つの大きな課題が，高速化が進む無線通信

ネットワークが消費する電力である．5Gにおいて
は，ミリ波帯を利用することで 10 Gbit/s を超える
通信速度を実現し，6Gにおいては更なる高速化が
期待されている．我々が利用するデータ量は指数関
数的に増大してきており，それを支えるモバイル通
信のトラヒックも急激に増加している．データトラ

ⓒ2025電子情報通信学会
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Summary 無線通信の高周波化が進み，5G（第 5 世代移動通信システム）では 28 GHz 帯，将来的には 6G で 100 
GHz 超の利用も視野に入っている．キャリヤ周波数の高周波化により通信速度は向上するが，伝搬損の増

大や強い直進性により基地局当りの通信カバレージが狭くなるため，中継器の高密度な設置が不可欠となる．しかし，電源や
光ファイバの制約から設置場所の確保が困難であること，加えて基地局における消費電力が大幅に増加してしまう．そこで，
本稿では無線電力伝送（WPT）を用いた低消費電力かつ自由な場所に設置可能な中継器を提案する．WPT 信号を活用して電
力供給と周波数変換，ビームフォーミングを同時に行うことで，周波数シンセサイザやアクティブ回路が不要となり，中継器
に必要な機能を飛躍的に低い消費電力で実現する．初期のプロトタイプである CMOS プロセスを用いた 24 GHz 帯 WPT 型
中継器，GaAs ダイオードによる 256 素子大規模・大電力生成可能な中継器，また 5.7 GHz 帯の利用による長距離化や D バ
ンドを利用した中継器の高速化について紹介し，今後の無線電力伝送型中継器の展開について論じる．
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ヒックの増加は，通信インフラにおける信号処理の
データ量の増大や，通信方式の高度化につながり，
基地局等の通信インフラにおいて消費される電力の
増加をもたらす．このままトラヒックが増大してい
くと，2030 年には年間 2,000 TW・hを超える電力
がネットワーク全体で消費されると予測されてい
る （1）．
持続的な無線通信の進化のためには，あらゆる場

所で接続可能で，そして低消費電力の通信ネットワ
ークが必要不可欠である．本稿では，無線電力伝送
（WPT: Wireless Power Transfer）を利用すること
で，あらゆる場所に設置可能で，低消費電力な無線
中継器について紹介する．

	 2	 無線電力伝送型の無線中継器

２. １　コンセプト及び基本機能
図 1に，提案するWPT型の無線中継器の基本的

なコンセプトを示す．一般的な中継器は，外部電源
から有線で電力供給することで動作していたが，本
中継器では，ミリ波帯の通信信号だけでなく，
WPT用の信号も同時に扱うことで，無線で電力供
給が可能である．WPTの信号から電力を受け取る
と同時に，WPT信号をローカル信号として利用す
ることで周波数変換を行う．また，ミリ波帯通信に
必須の機能である指向性を制御するビームフォーミ
ング機能，そして中継信号を増幅するための増幅機
能を有する．ビームフォーミング機能は，各アンテ
ナ素子における信号の位相制御を行うことで実現
し，高い指向性を実現しながらその指向性を電子的

に走査可能とする．
中継器に必要な電力をコンセントやバッテリーに

頼らず，無線電力伝送することにより，電源線の敷
設を考慮することなく様々な場所に中継器を設置す
ることが可能となる．送られた電力は中継器におい
て RF-DC 変換を行い，中継器で利用可能な直流電
圧に調整した上で電源として利用される．
一方，無線電力伝送で供給できる電力は限られて

いるため，中継器自体の消費電力を大幅に削減する
必要がある．限られた電力によって，中継器の周波
数変換，ビームフォーミング，増幅機能を実現す
る．本無線機では，WPT信号をローカル信号とし
て利用し，ミリ波帯から中間周波数帯（IF: 
Intermediate Frequency）まで周波数変換を行い，
低い周波数とすることで，低い消費電力でも信号増
幅しやすく，また信号損を少なくできる．また，WPT
信号を利用することでローカル信号を生成するため
の周波数シンセサイザが不要となるため，その分の
消費電力も削減できる．このように必要な機能を実
現するための消費電力を大幅に低減することで，無
線電力伝送による限られた供給電力でも動作可能に
なり，外部電源そして電源線を不要とすることがで
きる．
ミリ波帯では，自由空間伝搬損が大きいため，対

象の方向に対して，利得を高くするためにビームフ
ォーミングを行って指向性を高くする必要がある．
中継器においても対象のデバイスに対してビームフ
ォーミングを行う必要がある．従来のミリ波帯フェ
ーズドアレー無線機によるビームフォーミングで
は，電力を消費するアクティブ型移相器や，電力消

 図 1　提案する無線電力伝送型中継器のコンセプト
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費の無視できる損失の大きいパッシブタイプ移相器
が必要であった．本中継器では，2.2で説明する
ように，WPT 信号を利用したり，WPT 信号の反
射位相を調整したりすることで，非常に低い消費電
力かつ高い分解能のビームフォーミングを可能にし
ている．

２. ２　WPT型中継器の技術開発体系
図 2に，我々の研究グループでこれまでに研究

開発してきたWPT型中継器を示す．研究開発のス
タートは，28 GHz 帯のミリ波 5G通信用の中継器
で，ISM（Industrial Scientific and Medical）バン
ドの24 GHzのWPT信号を利用して，WPT型中継
器を実現した．この中継器を基として，大規模・大
電力化，ビーム制御の高度化，WPTの高効率化，
利用周波数の多様化という，様々な方向性で研究開
発を進めてきた．以降のセクションでは，最初の

WPT型中継器 （2）から，大規模・大電力化を実現し
た中継器 （3），周波数の多様化によって伝送距離や通
信速度を向上させた中継器 （4） ，（5）について紹介する．

	3	 �24 GHz WPTを用いたCMOSミリ波 5G中継器

３. １　中継器の構成及び動作
図 3に，24 GHz のWPT信号を利用しながら動

作するミリ波 5G中継器の構成図を示す （2）．本中継
器は，ミリ波帯 5G信号に対して周波数変換，ビー
ムフォーミングを行いながら送信及び受信動作を行
う．24 GHz のWPT 信号をローカル信号として，
28 GHz 帯の 5G通信信号を周波数変換するので，
4 GHz の IF 帯となる．このような無線通信と同時
にWPTによる電力生成を行う．
送信時には，新たに考案したベクトル合成型バッ

 図２　研究グループによるこれまでの無線電力伝送型中継器の技術開発

図３　24 GHz WPTを用いたCMOSミリ波5G中継器
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クスキャッタリングを利用することで，WPT信号
の反射位相を調整し，高い精度のビームフォーミン
グが可能となる．図 4に示すように，従来の IF バ
ックスキャッタリング （12）では，IF 信号とWPT信
号をMOSFET のゲート端子とドレーン端子に入力
することによって，周波数変換は行うことができる
が，位相調整を行うことができなかった．今回，提
案するベクトル合成型バックスキャッタリングで
は，二つのMOSFET に 90 度位相が異なる IF 信号
をそれぞれ入力し，実効的なMOSFET のサイズを
可変することによって，図 4右上のPI とPQ の大き
さを変化させ，0度から 90 度の間の任意の位相を
作り出すことができる．実効的なMOSFET のサイ
ズ可変は，5 bit のスイッチ制御で実現しており，
このベクトル合成を第 1象限から第 4象限まで行
うことで，360 度の位相制御を 7 bit の高分解能で
実現できる．
受信時には，LC負荷整流器にWPT 信号とミリ

波 5G信号が入力され，RF-DC 変換による電力生
成と RF-IF 変換による周波数変換を行う．図 5に，
LC負荷整流器の回路及び動作を示す．回路は，全
波整流器の後段に LC負荷が接続される構成となっ
ており，LC負荷は IF 帯で共振周波数を持つ．電力

生成の全波整流動作 （13） は，n-MOSFET 及 び
p-MOSFET の双方がダイオードとして動作するこ
とで，24 GHz のWPT 信号をDC信号へと変換す
る．一方で，周波数変換動作は，整流器の非線形性
によって，セルフヘテロダインミクサ （14）として動
作し，28 GHz 帯の 5G 信号を 4 GHz へと周波数
ダウンコンバートする．LC 負荷によって，DC信
号はインダクタを通りDC出力へ，IF 信号は LC負
荷のインピーダンスが高く見えるので，IF 出力へ
分離することができる．

３. ２　試作したCMOS中継器の測定評価結果
図 6に試作したCMOSミリ波 5G中継器を示す．

4チップの無線 ICを搭載しており，32素子のフェ
イズドアレー無線機となっている．無線 IC はシリ
コンCMOS 65 nmプロセスを用いて製造し，1チ
ップに 8系統のトランシーバを搭載している．2×
4 の 8 素子に対して一つの無線 IC が接続される．
アンテナは，24 GHz と 28 GHz の双方に対応する
ために，スロットを入れて広帯域化を図っている．
±30 度のビームフォーミングを僅か 30 µWの消費
電力で実現している．また，32 素子全てのアンテ
ナを用いて受電し，各アンテナに対して 3 dBmの

従来のIFバックスキャッタリング

0°
fIF_TX:4GHz

CW

fWPT:24GHz

提案するベクトル合成型
バックスキャッタリング

I/Q
生成器

WQ

fTX:28GHz

90°

WI

PI

PQ PTX

fIF_TX

fTX

fWPT PIPQ

周波数変換のみ 周波数変換＋位相制御

図４ 提案するベクトル合成型バックスキャッタリングの構成 図４　提案するベクトル合成型バックスキャッタリングの構成

 図５　受信側のLC負荷整流器の動作
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電力が入力されるときに 3.1 mWの直流電力を生
成できることを確認した．今後 32 素子から更に大
規模なアレーとすることで，中継器で必要となる増
幅器やマイコンなどを動作させるのに十分な電力が
供給可能となる．

	4	 �GaAs ダイオードによる大規模・大電力WPT型中継器

３.で紹介した CMOS によるWPT 型中継器は，
直流出力電力が小さい，また試作段階においてはベ
アの CMOS チップを使ってアレー素子数を増やし
大規模化するのが困難という課題があった．本章で
は，市販のディスクリートGaAs ダイオードデバイ
スを用いることで，容易に大規模化及び大電力化を
実現できる中継器を紹介する．

４. １　中継器の構成と動作
図 7に GaAs ダイオードをはじめとするディス

クリート部品を用いて，大規模・大電力化を目指し
た 256 素子WPT 型中継器の構成を示す （3）．本中
継器では，一つのアンテナに対して一つのGaAs ダ
イオード （15）を接続し，整流及び周波数変換動作を
行う．また，整流器の後段に 1 bit の移相器を設け
ることで，ビームフォーミングも可能としている．
ディスクリート部品は集積化されていないため，分
解能の高い移相器を作ることは面積制約より難し
い．本中継器では，アンテナピッチが 5.3 mmと
なっており，5.3 mm角に，多くの部品を持つ高分
解能の移相器を実現するのは困難である．しかし，
本中継器は 256 素子と素子数が多いため，各素子
の 1 bit の粗い位相制御による誤差が全体として平
均化され，結果としてある程度のビームフォーミン
グを実現可能である．

 図６　試作した24 GHz WPT型CMOミリ波5G中継器

 図７　GaAsダイオードによる256素子WPT型中継器
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図 8に，1 系統分の詳細な回路図を示し，WPT
及びミリ波 5G信号の流れを示す．ダイオードと伝
送線路で整流器が構成されており，半端整流で直流
電力を生成しながら，ダイオードミクサとしても動
作し，受信時には，28 GHz の 5G信号と 24 GHz
のWPT信号を乗算することで，4 GHz 帯まで周波
数変換を行う．送信時は，4 GHz 帯の IF 信号と
WPT信号がダイオードのアノード及びカソードそ
れぞれに入力されて，同様に乗算され，28 GHz 帯
まで周波数アップコンバージョンが行われる．伝送
線路の TL1 及び TL2 は，それぞれ 24 GHz 及び 4 
GHz 帯において 1/4 波長となるように設計し，各
周波数において RFC（Radio Frequency Choke 
coil）として振る舞う．180 度の 1 bit 移相器は，
バランとDPDT（Double Pole Double Throw）ス
イッチで構成し，差動信号の正負を入れ替えること
で位相を反転させている．

４. ２　試作したGaAs中継器の測定評価結果
図 9に示すような 256 素子のアレーアンテナを

持つWPT型中継器を作成した．基板はMegtron6

材を用いて，GaAs ダイオード等，市販のディスク
リート部品を実装している．アンテナは３.の中継
器と同様に，スロットを入れることで広帯域化を実
現している．本中継器をOTA（Over The Air）環
境で測定評価を行い，WPT の特性では，1素子当
り 54 % の電力変換効率を達成し，入力電力 3 
dBm のとき 128 素子の整流器の合計電力は 56 

図１０　WPTの測定評価結果
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図８ 1素子分の詳細回路図及び動作
 図８　1素子分の詳細回路図及び動作

 図９　試作したGaAsダイオードによるWPT型中継器
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mWであった（図 10）．更に大きなWPT 電力を
256 素子全体に入力できれば，1 W以上の出力電
力が生成可能である．これは，高出力かつ高機能な
中継器として動作させたときにも十分な生成電力で
ある．また 5G NR の信号を用いて，EVM（Error 
Vector Magnitude）の測定を行い，送受ともに 64 
QAMまで通信が可能であることを確認した．

	5	 �WPT周波数による中継器の高カバレージ化と高速化

３.の 24 GHz のWPT 信号を利用した 28 GHz
帯 5G中継器から，大規模かつ大電力化を目指した
GaAs ダイオードによるWPT 型中継器を４.で紹
介した．これまでは，WPT 周波数をミリ波 5G周
波数に近く，かつ ISMバンドである 24 GHz を利
用してきた．５.では，WPT 周波数を 5.7 GHz ま

で下げて長距離化を目指した中継器 （4），及び 122 
GHz の Dバンドまで上げて高速化を目指した中継
器 （5）について紹介する．

５. １　�5.7 GHz WPTによるスマートファクト
リー向け5G中継器

WPT周波数として 5.7 GHz を用いることで，よ
り広い範囲かつ障害物があるような状況でも無線電
力伝送が可能となる．これまで紹介した 24 GHz
帯WPTは，ミリ波 5Gのキャリヤ周波数に近いた
め，比較的低い IF との周波数変換を行いやすい反
面，伝搬損が大きく，また障害物などによって電波
が遮られやすいという課題があった．そこで，ISM
帯であり，国内において無線電力伝送用の周波数と
して割り当てられている 5.7 GHz を利用したWPT
型中継器を実現した．
図 11 は，5.7 GHz 帯のWPT を利用したミリ波

図11　5.7 GHz帯WPTを利用した中継器
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図１３ 試作した5.7 GHz帯 WPT型中継器 

図１２ 提案する整流器型４次サブハーモニックミキサ回路と動作 

図12　提案する整流器型４次サブハーモニックミクサ回路と動作

従来：整流器型ミクサ 本研究：整流器型サブハーモニックミクサ
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帯 5G中継器であり，これまでの中継器と同様に，
電力生成，周波数変換，ビームフォーミングといっ
た機能を有する．しかし，一般的な乗算ミクサでは
5.7 GHz を用いて 28 GHz をある程度低い IF 帯に
変換することができない．そのため，本中継器で
は，4次のサブハーモニックミクサ回路を用いるこ
とで，5.2 GHz の IF 帯へと変換することを可能に
した．従来の整流器型ミクサ （6）では，WPTの電力
変換効率と周波数変換利得の間にトレードオフ関係
があり，両方を同時に最大化できなかった．そこ
で，本中継器では，整流器とサブハーモニックミク
サの役割を持つ n-MOSFET を分け，ゲート幅及び
ゲートバイアス電圧をそれぞれに対して最適化でき
るような構成とした（図 12）．
図 13は，実際に作成した 5.7 GHz 帯WPT型中

継器のプロトタイプであり 2チップの無線 IC と 8

素子の 28 GHz 帯アンテナ，及び 2個の 5.7 GHz
帯アンテナで構成している．RF-DC 変換効率は最
大で 55 % である．WPT 距離は 24 GHz 帯と比べ
ると同じ変換効率で比べたとき，整流器の効率の向
上及び伝搬損の低減により，約 5倍伸ばすことが
可能となる．実際に OTA 環境で，28 GHz の 5G 
NR MCS19 の信号を周波数変換して，通信特性を
評価し，良好な特性を確認した．

５. ２　Dバンドを利用した高速WPT型中継器
最後に 5Gの次の世代の高速無線通信に向けたD

バンドを利用したWPT 型中継器について紹介す
る （5）．これまで紹介した中継器のキャリヤ周波数
は 28GHz 帯であったが，更に広い帯域を利用した
高速通信が可能なDバンドに対応する中継器を作
成した．キャリヤ周波数は 135 GHz とし，WPT
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図１３ 試作した5.7 GHz帯 WPT型中継器 

図１２ 提案する整流器型４次サブハーモニックミキサ回路と動作 

図13　試作した5.7 GHz帯WPT型中継器
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図14　Dバンド WPT型中継器
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周波数は ISM バンドの 122 GHz を利用し，IF バ
ンドを 13 GHz としている．キャリヤ周波数が高
ければ高いほど，広い帯域を確保しやすくなり，無
線通信の速度が向上する．その一方で，伝搬損は高
くなり，また増幅器の雑音や出力電力といった性能
は落ちていくために，通信距離を確保するのが困難
となり中継器の重要性はより高まっていく．
図 14 に，DバンドのWPT 型中継器の構成を示

す．この構成では，アクティブ反射板としての動作
を目指し，これまでの中継器と同様にWPT信号を
利用して周波数変換を行う．135 GHz 帯の無線通
信信号を，122 GHz の WPT 信号を利用して 13 
GHz の IF バンドに周波数ダウンコンバートする．
そして，電力合成，増幅したのちに再度 122 GHz
のWPT 信号で周波数アップコンバートし，WPT
信号の入射角に応じた反射角で反射させる．
実際に図 15 に示すような Dバンドで動作する

WPT 型中継器を，CMOS 65 nm プロセスを用い
て作成した．122 GHz のWPT 信号において，入
力電力が 9.3 dBmのとき 12.2 % の電力変換効率
を達成している．また 6 GHz の広帯域な信号を用
いて 64 QAM時に 48 Gbit/s のデータレートを達
成している．

	 6	 まとめと今後の展開

本稿では，電源の敷設を必要とせず，設置場所の
自由度が高く，消費電力が非常に小さいWPT型ミ
リ波帯中継器について紹介した．最初のプロトタイ
プである 24 GHz の WPT を利用した 28 GHz 帯
5G中継器から，大規模・大電力化，長距離化，高
速化といった方向で展開させたWPT型中継器を実
現してきた．

本研究のWPT型中継器の構成は，28 GHz 帯だ
けでなく，更に高い 39 GHz 帯や 60 GHz 帯，更
には 100 GHz を超える周波数帯においても適用可
能であり，今後の 6G時代に向けて中継器の更なる
高周波化を加速させることができる．キャリヤ周波
数が高ければ高いほど，損失が大きく，信号の増幅
に必要な消費電力は大きくなるために，アンテナか
ら受信後すぐに中間周波数に落として増幅を行い，
アンテナの直前でまたキャリヤ周波数に上げて出力
するという，本中継器の構成は，周波数が高ければ
高いほど重要性を増していく．
また，無線電力伝送は，同じ距離かつ同じアンテ

ナサイズにおいては，伝搬損と送受のアンテナ利得
の関係から波長の二乗に反比例して，すなわち周波
数が高いほど，伝送できる電力が増えていく．その
ため，今後のデバイス・回路技術の進展による整流
器及び電力増幅器の効率の向上とともに，本WPT
型中継器の利用範囲は広がっていく．
究極的には，あらゆる場所でWPTが利用可能な

環境が屋内・屋外問わず整備され （16） 〜 （18），その
WPT信号を利用する中継器がきめ細やかに設置さ
れることで，ミリ波帯通信のカバレージの大幅な拡
大を目指していきたい．
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